
分野横断型・広域型の PPP/PFI 事業導入の手引 事例集 

事業リスト（一覧） 

【１】 分野横断型 

番号 類型 発注者 施設分野 事業名 公募方法 ページ 

01 
分野横断 

・単独施設型
荒尾市 

保健・福祉・子育て
支援施設、道の駅 

荒尾市ウェルネス拠点施設（仮称）整
備・運営事業 

公募型プロ
ポーザル 

p.1-2

02 
分野横断 

・単独施設型
さいたま市 

図書館・文化ホー
ル・区役所

プラザノース整備事業 
総合評価一
般競争入札 

p.3-4

03 
分野横断 

・単独施設型
富山市 小学校、公民館等 

新庄小学校分離新設校及び公民館
等設計・建設・維持管理事業 

総合評価一
般競争入札 

p.5-6

04 
分野横断 

・単独施設型
豊橋市 

資源利活用 
（下水道・環境） 

豊橋市バイオマス資源利活用施設整
備・運営事業 

公募型プロ
ポーザル 

p.7-8

05 
分野横断 

・複数施設型
川西市 

多目的ホール、公
民館、福祉関連施
設等 

川西市低炭素型複合施設整備に伴
う PFI 事業 

総合評価一
般競争入札 

p.9-10

06 
分野横断 

・複数施設型
静岡市 

プール・公園・収益
施設 

大浜公園再整備事業 
総合評価一
般競争入札 

p.11-12

07 
分野横断 

・複数施設型
西予市 

駅舎・広場・複合施
設・無電柱化・駐車
場等 

卯之町「はちのじ」まちづくり整備事
業 

公募型プロ
ポーザル 

p.13-14

08 
分野横断 

・複数施設型
府中市 

保育所、学童クラ
ブ、子ども家庭支

援センター 
（維持管理） 

府中市公共施設包括管理業務委託 
公募型プロ
ポーザル 

p.15-16

09 
分野横断 

・複数施設型
妙高市 ガス・上下水道 

妙高市ガス事業譲渡及び上下水道
事業包括的民間委託 

公募型プロ
ポーザル 

p.17-18

10 
分野横断 

・複数施設型
宮城県 上工下水道 

宮城県上工下水一体官民連携運営
事業（みやぎ型管理運営方式） 

公募型プロ
ポーザル 

p.19-20

11 
分野横断 

・複数施設型
睦沢町 

道の駅、地域優良
賃貸住宅 

むつざわスマートウェルネスタウン
拠点形成事業 

総合評価一
般競争入札 

p.21-22

1２ 
分野横断 

・複数施設型
和光市 

総合児童センタ
ー、市民プール、
健康増進センタ
ー、こども園等 

和光市広沢複合施設整備・運営事業 
公募型プロ
ポーザル 

p.23-24

13 
単独分野 

・複数施設型
愛知県 道路 有料道路運営等事業 

公募型プロ
ポーザル 

p.25-26

14 
単独分野 

・複数施設型
府中市 道路等 

府中市道路等包括管理事業（全域 2
期） 

公募型プロ
ポーザル 

p.27-28

15 
単独分野 

・複数施設型
山梨市 

公共施設全般 
（LED） 

山梨市公共施設一括 LED 化事業 
公募型プロ
ポーザル 

p.29-30

【２】 広域型 

番号 類型 発注者 施設分野 事業名 公募方法 ページ 

16 事業統合型 
群馬東部水
道企業団 

水道 
群馬東部水道企業団事業運営及び
拡張工事等包括事業 

公募型プロ
ポーザル 

p.31-32

17 事業統合型 
常総地方広
域市町村圏
事務組合 

公園 
常総運動公園・常総広域地域交流セ
ンター管理運営事業

公募型プロ
ポーザル 

p.33-34

18 事業統合型 
那覇港管理
組合 

港湾施設 
（保管施設） 

那覇港総合物流センター運営事業 
公募型プロ
ポーザル 

p.35-36

19 事業統合型 
西知多医療
厚生組合 

プール等 
健康増進施設（アクアマリンプラザ）
整備・運営事業 

総合評価一
般競争入札

p.37-38 



番号 類型 発注者 施設分野 事業名 公募方法 ページ 

20 垂直連携型 秋田県 下水道 

①流域関連市町村 管路施設の包括
的民間委託[垂直連携型] 

②県内全市町村での広域補完組織
の設立[事業統合型] 

①－ 
②公募型プ
ロポーザ
ル 

p.39-40 

21 垂直連携型 長野県 下水道 
長野県下水道公社による広域型の
取組 

－ p.41-42 

22 水平連携型 北九州市 水道 
①北九州市水道用水供給事業 
②宗像地区事務組合水道事業包括
業務受託 

－ p.43-44 

23 水平連携型 越谷市 斎場 仮称越谷広域斎場整備等事業 
公募型プロ
ポーザル 

p.45-46 

24 水平連携型 盛岡市 野球場 盛岡南公園野球場（仮称）整備事業 
公募型プロ
ポーザル 

p.47-48 

2５ 共同発注型 
善通寺市・
琴平町・多
度津町 

給食センター 
善通寺市・琴平町・多度津町学校給
食センター整備運営事業 

総合評価一
般競争入札 

p.49-50 

26 共同発注型 
鳥取県 
・米子市 

庁舎 
鳥取県西部総合事務所新棟・米子市
役所糀町庁舎整備等事業 

公募型プロ
ポーザル 

p.51-52 

27 共同発注型 
波佐見町 
・東彼杵町 

下水道 
下水道事業における維持管理業者
の選定業務の共同化 

技術提案型
プロポーザ
ル 

p.53-54 

28 共同発注型 
富津市他６
市町 

廃棄物処理施設 
第 2 期君津地域広域廃棄物処理事
業 

公募型プロ
ポーザル 

p.55-56 

29 共同発注型 
山形県 
・酒田市 

県営住宅・ 
防災センター 

山形県営松境・住吉団地移転建替及
び酒田市琢成学区コミュニティ防災
センター整備等事業 

総合評価一
般競争入札 

p.57-58 

 

※ なお、各ページの「事業目的・得られた効果等」については、各事業の主なポイント等を記載したものであり、記

載のない視点が欠けているものではない。 



分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

01 荒尾市ウェルネス拠点施設（仮称）整備・運営事業 
[保健・福祉・子育て

支援施設、道の駅] 

(熊本県荒尾市) 

１．事業概要 

廃止した競馬場の跡地を有効活用し、中心拠点である荒尾駅周辺における先導的な開発地

「南新地地区」を新たな都市機能誘導の重点地区と位置付け、同地区に「道の駅あらお（仮称）」

及び「荒尾市保健・福祉・子育て支援施設」の設計・建設及び維持管理・運営を行う事業。 

事業概要 

事業主体 荒尾市 

人口
（R6.1.1） 

49,641 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 PFI（ＢＴＯ方式） 

施設概要 

道の駅（物販・飲食・情報発信・休憩・

防災機能等）、保福子施設（行政事

務・保健・福祉子育て・多世代交流ス

ペース等）、交流空間（大屋根広場） 

事業期間 

2023年9月～2041年 3月末日

（18 年間、維持管理・運営期間を含

む） 

事業範囲 施設の設計・建設・維持管理・運営 

事業費 

概算事業費 約 47.8 億円 

（初期投資費30.1億円+15年間分

の維持管理運営費 17.7 億円） 

VFM 
特定事業選定時 約 4.61％ 

契約時 約 8.17％ 

南新地地区における土地利用イメージ 

道の駅・保福子施設 配置計画 

事業スキーム 

事業目的・得られた効果等

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

施設利用料金の抑制、地域のにぎわい創出、新たな公共施設

の整備が進むことによる行政サービスの質向上 

イニシャル・ランニングコストの抑制、施設運営の効率化、二種

施設の複合整備による施設の集客等相乗効果、両施設の事業

連携による新たな取組の増加
※供用開始前のため、当初期待する効果を記載
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 営業廃止した競馬場跡地である「南新地地区」の再開発を

目的として、土地区画整理事業が開始した。 
 

 かねてから道の駅構想があったことと、既存保健センタ

ーの老朽化やこども家庭庁の設立などを受けた子育て施

設検討の議論がそれぞれあった。 
 

 令和元年 8 月「南新地地区ウェルネス拠点基本構想」に

道の駅の整備を位置付け、「あらおスマートシティ推進協

議会」が設立された。 
 

 H２８ 
「南新地地区」の土地区画整理 
事業開始 

 

 令和元年度から３年度にかけて、道の駅と保健・福祉・子

育て支援施設それぞれについて、基本構想及び基本計画

を策定した。 
 

 南新地地区のウェルネス拠点基本構想策定段階、道の駅

あらおの基本構想・基本計画策定段階及び保健・福祉・子

育て支援施設の基本構想・基本計画策定段階において、

市民の代表者や利害関係者を対象としたアンケート調査

やヒアリングを実施した。 

 道の駅と保健・子育て施設の複合化のアイデアが、両施設

の整備支援を委託していたコンサルタントから提案され、

検討を開始した。 
 

 国交省の「官民連携による地域活性化のための基盤整備

推進支援事業」では、まず道の駅のみで従来手法・DBO・

PFI の BTO の３つで比較した。加えて、保健・子育て施

設と複合化した場合について、同３手法で比較した。 
 

 税収効果は、年間約 8.5 億円とシミュレーションされた。 

 企画部署等が全体統括を担当する形で事業組成を進め

ていたが、市長のアイデアに基づき、分野横断化に伴っ

て、部署を横断した事業推進のためのタスクフォースを設

置した。 

  

 事業者選定中止後、原因分析を行い、コロナ禍後の時勢

における集客や収支見込みの不安、ウクライナ情勢の悪

化に起因する世界的な物価高及び見通し不安等が、事業

者の参加意欲に影響を与えていたことが判明した。 
 

 施設使用料の軽減、物価変動リスクに対する対応の再周

知等を実施し、事業の再公募を行った。 

 

 構成企業の 2 社、協力企業の 1 社が県内企業であり、

SPC からの業務発注先に市内企業 2 社を予定する。 

 ＰＦＩ事業と併せて、官民一体のエリアマネジメントを実施

予定であり、SPC を含む立地事業者から分担金を徴収

し、イベント活動や管理・運営等の活動を行う想定である。 

 施設整備費は先導する部署に一括計上し、運営段階の費

用は会計を区分することを予定している。 

事
業
組
成 

事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討 

 R４．１  初回の公募実施 

 R３．２～３ 
道の駅あらお（仮称）
の整備・運営に係るサ
ウンディング型市場調
査（複数回実施） 

 R１．８ 
「南新地地区ウェルネス拠点基
本構想」を策定 

 R８．６ 開業予定 

 R６年度 
実施設計・建設着手 

 R５年度 基本設計 

 R３．１０ 
「荒尾市保健・福祉・子
育て支援施設(仮称)
基本計画」を策定 

 R３．３ 
「荒尾市保健・福祉・子
育て支援施設(仮称)基
本構想」を策定 

 R２．３ 
「道の駅あらお（仮称）
基本構想」を策定 

 R３．４ 
「道の駅あらお（仮称）
基本計画」を策定 

 R２年度 
国土交通省「官民連携による地

域活性化のための基盤整備推進
支援事業」 

 R４．４  事業者選定の中止 

 R４．８  再公募 

 R４．６  再公募に向けた対話 

 R３．７ 
荒尾市南新地地区ウェルネス拠
点施設(仮称)の整備・運営に係
るサウンディング型市場調査 

 R５．９  事業契約締結 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
 

02 プラザノース整備事業 
[図書館・文化ホール・

区役所] 

(埼玉県さいたま市) 

 
 
 
 
 

 
１．事業概要 

市民の生涯学習及び芸術文化活動へのニーズの高まりに的確に対応するとともに、地域の

活性化や地域づくりを支援するため、中核施設としてコミュニティ、図書館、ホール、区役所等

の機能を複合化し、更に特色として芸術創造・ユーモア機能を含めた施設を整備した。複合化

によるスケールメリット、事業範囲拡大、市民利便性向上等が期待され、事業期間全体の視点

での創意工夫による効率化やコスト削減が可能となることから PFI を採用した。 
 

事業概要 

事業主体 さいたま市 

人口 
（R6.1.1） 

1,345,012 人（R6.1.1） 

募集方法 総合評価一般競争入札 

事業方式 PFI（BTO 方式） 

施設概要 

中核施設であるコミュニティ、図書館、ホール

及び区役所等の機能に、芸術創造・ユーモア

機能を含めた複合施設 （敷地面積：26,015

㎡、延床面積：20,278 ㎡） 

事業期間 

契約期間 

平成 17 年 9 月～平成 35 年 3 月 
（設計・建設:平成１７年９月～平成２０年３月） 

（維持管理・運営：平成２０年４月～平成３５年３月） 

事業範囲 施設の設計・建設・維持管理・運営 

事業費 
15,650,402,332 円（税込み） 

（契約金額） 

VFM 
導入可能性調査時 約 9.9％ 

契約時 約 17.6％ 
 

外観 

 

自由読書スペース 

 

ホール 

 

ギャラリー 

 

事業スキーム 

 

維持管理
企業

利用料の納入

融資
契約金融機関

市

SPC

事業契約

直接協定

サービス
提供

施設利用者
施設利用

料金

図書館
運営企業

建設企業
設計・工事監理

企業

委託契約請負契約

ホール・コミュニティ
運営企業

ファイナンス
業務企業

委託
契約

委託
契約

サービス対価の支払

事業目的・得られた効果等 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

行政サービスの質の向上、文化施設に馴染みのない区役所・図

書館来館者が自然な流れで文化に触れる機会の創出、様々な目

的での多世代の幅広い来訪者の実現 

リスク分担の明確化による安定した事業運営、効率的な維持管

理・運営、広報活動・事業連携など多角的な展開 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 合併によってさいたま市が誕生した当時に作成された各

地域の計画の中で、プラザノースは地域の拠点の一つに位

置付けて構想された。 
 

 市内で先行して整備されたプラザイースト・プラザウェスト

を参考に、図書館とホールの複合施設として構想され、区

役所も複合化する事となった。 
 

 大宮北部地域複合施設建設準備室（平成 13～19 年）を

組織し、関係部署との調整を図った。 
 

 平成 14 年 9 月の庁内検討会議を皮切りに、基本計画を

作成し、平成 15 年 3 月に市長決裁を得ており、その過程

で庁内のコンセンサスを得た。 

 H14.9 

庁内検討会議 

 

 平成 13 年に PFI 活用庁内検討会議を設置し、平成 14

年 5 月に「さいたま市ＰＦＩ活用指針」を策定した。 
 

 事業費が「さいたま市 PFI 活用指針」に定める PFI 手法

等の導入検討対象とする基準を超えたことと、複合化によ

るスケールメリット、事業範囲拡大、市民利便性向上等が

期待されたため、本事業を PFI 導入候補として選定した。 
 

 設計、建設、運営、維持管理の一括発注により、事業期間

全体での創意工夫による効率化やコスト削減が可能とな

り、従来手法と比較して、財政負担額の 17.6%（約 22 億

円）の削減効果があると試算され、PFI を選択した。 

  

 事業を先導している部署が関係部署に対しヒアリングを行

って要求水準を作成。関係部署からの要望を全てそのまま

反映させるのではなく、事業全体を俯瞰する見地から要求

水準に組み込む内容を調整・裁定している。 
 

 PFI の制度が出来て間もない時期に実施した事業であっ

たため、地元企業に参加を促す意味でも、市として地元企

業向けに PFI 研修会を開催した。 
 

 北区の区民懇話会、区民会議からの提案書を受理し要求

水準書に反映するとともに、自治会連合会において地域

住民（自治会長）に説明を実施したほか、地域住民への説

明会を開催した。 

  

 人事異動に起因するトラブルを防止するため、施設整備期

間中は担当部署の職員を基本的に固定した。 

 維持管理運営部会という月次事業報告会を設け、事業者

側と市の所管課、区役所、図書館、コンサルタントが出席し

てモニタリングを実施している。 

 隣接する商業施設を活用したイベント等の開催等に加え、

周辺地域とのノウハウ共有・連携等の面的な広がりのある

横展開の機運も出てきている。 

 複合化施設としたこと、PFI 方式を選択したことに加え、

周辺に商業施設が多い等、様々な好条件が揃って良い結

果につながっている。 

事
業
組
成 
事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討 

 H15.３ 

本事業について市長決裁 

 H１６.６ 

特定事業の選定 

実施方針・要求水準書（案）の 

公表 

 H１7.１ 

入札公告 

 H１7.３ 

参加資格確認結果の公表 

 H１7.５ 

郵趣提案者の選定 

審査講評の公表 

 H14 

大宮北部地域複合施設建設準備

室を組織 

 H1３.5.1 

合併により、さいたま市が誕生 

 H14.5 

「さいたま市PFI活用指針」策定 

 H20.5.1 

プラザノース開館 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 

03 
新庄小学校分離新設校及び 

公民館等設計・建設・維持管理事業 
[小学校・公民館等] (富山県富山市) 

 
 
 
 
 
 
 

 
１．事業概要 

新庄小学校分離新設校と公民館・地区センターを構造的に一体のものとして計画（合築）し、

維持管理まで実施するもの。 
 

事業概要 

事業主体 富山市 

人口 

（R6.1.1） 
40６,４８３人（R6.1.1） 

募集方法 総合評価一般競争入札 

事業方式 PFI（BTO 方式） 

施設概要 
新庄小学校分離新設校、新設公民

館・地区センター 

事業期間 
平成 20 年 3 月 14 日～令和 7 年

3 月 31 日（17 年間） 

事業範囲 

新庄小学校分離新設校及び新設公

民館等の施設の設計及び建設に関

する業務、各施設の維持管理に関

する業務 

事業費 約３９億円（税込み） 

VFM 
特定事業選定時 約１１％ 

契約時 １１．４％ 
 

写真 

 

事業スキーム 

  

事業目的・得られた効果等 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

過大規模校の解消によるゆとりある教育環境の創出、新たな地

区センター・公民館の開設による行政サービスの質の向上 

小学校、公民館及び地区センターの維持管理をまとめて行うこ

とによる行政コストの削減 

民間企業の視点 
複合化による新たな事業機会の創出、地域企業がPFI事業に参

画することによる PR 効果（新規事業の開拓） 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 新庄小学校の児童数増加によって通学区域審議会から学

校の適正規模化の答申がなされたため、新たな小学校整

備の検討を開始した。 
 

 富山市では１校区（校下）ごとに１つの自治振興会組織、公

民館・地区センターを設けることになっており、新たな学校

の建設に伴い、新しい校区（校下）が１つ誕生することか

ら、地元からの要望書を受け、新たな自治振興会組織、公

民館・地区センターを設置することになった。 
 

 学校には教育以外にも地域のシンボルとしての機能があ

り、地域住民の活動の場である公民館と学校とは親和性

が高いと考えられた。 
 

 定期的に市長・副市長を始め複数部署の長が集まる会議

を開催していることから、当該会議において新小学校の建

設事業の合意形成を図っていた。 
 

 組織としては学校の統合を進める「統合校等推進室」を平

成１６年から設置し、その組織が新庄小の分離新設を担当

した。 

 H18.12 

公民館・地区センターの建設に

係る要望書が市長宛てに提出さ

れる 

 学校に求められるセキュリティと公民館の開放性とを両立

させることが課題だったため、要求水準書にこれらを両立

するように定めた。 
 

 地元企業参入を促進するため、入札参加資格に地元企業

の参加を要件とし、事業提案の審査において、地域社会・

経済への貢献などに関する入札参加者の提案を加点して

審査するものとした。ただし、地元企業数の下限を定める

ような公募条件は設定していない。 

 

 関係者が集まり定例的な会議を開催することで、スムーズ

な連携を図った。 

 モニタリング業務の実施に当たっては、施設完成後の初年

度はアドバイザーにモニタリングの支援業務を業務委託し

た。 

 次年度以降は所管課がモニタリングを行うこととし、現在

も、モニタリングは所管課で行うこととしている。庁内でモ

ニタリングに係る統一的なルールは設けていない。 

事
業
組
成 

事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ 

導
入
検
討 

 H19.5 

実施方針の公表 

 財政負担の低減や職員不足、PFI の導入実績（それまでに

2 件）、サービス向上や社会的価値の発現への期待を背景

に PFI の採用が検討された。 
 

 本事業は総合計画で記載がなく、長期的な予算措置の根

拠が担保されにくい状況だったが、遅滞なく事業を進める

ために PFI により民間資金を活用することを目指すべく、

PFI を選択した。 

 H22.4 

供用開始 

 R7.３ 

契約期間の終了 

 H20.3 

事業契約の締結 

 H19.2 

民間事業者を対象とした事業概

要説明会の開催 

通学区域審議会から学校の適正

規模化の答申がなされ、新たな

小学校整備の検討を開始 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
04 豊橋市バイオマス資源利活用施設整備・運営事業 

[資源利活用、
（下水道・環境）] 

(愛知県豊橋市) 

 
 
 
 

 

１．事業概要 

豊橋市では、未利用バイオマス資源のエネルギー利用に当たり幅広く利用方法の提案を受け、

環境負荷を軽減させるため、バイオマス資源利活用施設の整備・運営に PFI を導入した。下水

汚泥、し尿・浄化槽汚泥、生ごみを処理場に集約してメタン発酵し、発生したバイオガスを発電

に利用している。付帯事業として、同敷地内の未利用地で太陽光発電設備を設置。 
 

事業概要 

事業主体 豊橋市 

人口 
（R6.1.1） 

368,686 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 PFI（BTO）、混合型 

施設概要 

下水汚泥濃縮設備、し尿・浄化槽汚

泥濃縮設備、生ゴミ受入・前処理設

備、メタン発酵槽、ガスホルダ、バイ

オガス発電設備、炭化設備（敷地面

積 291,380 ㎡） 

事業期間 

契約期間 
2014 年 12 月～2037 年 9 月 
設計・建設 
2014 年 12 月～2017 年 9 月 
維持管理・運営 
2017 年 10 月～2037 年 9 月 

事業範囲 施設の設計・建設・維持管理・運営 

事業費 
14,784,977,482 円 

（整備費+維持管理運営費） 

VFM 
導入可能性調査時 約 5.4％ 

契約時 約 55％ 
 

構内の様子 

 
 

施設配置図 

 

 

事業スキーム 
 

事業目的・得られた効果等 

地方公共団体の視点 

未利用バイオマス資源のエネルギーの利活用、複合化による既

存施設の廃止や施設規模縮小による財政負担の軽減、地球温暖

化防止対策として、年間約 14,000 トンの CO2 削減 

 

豊橋市
国

金融機関

民間
企業

電力
会社

SPC

設
計

建
設

維持
管理

運
営

交付金

直接協定
土
地
使
用

賃
借
契
約

事
務
契
約

モ
ニ
タ
リ

ン
グ

サ
ー
ビ
ス

対
価

バ
イ
オ
マ
ス

発
酵
後
汚
泥

買
取
費
用

融資契約

構
成

企
業

契
約

出
資

配
当 電力供給(バイオ

マス・太陽光発電)

炭化燃料供給

売電収入

炭化燃料販売収入
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

２．事業化までの経緯・ポイント 

 

 「第 5 次豊橋市総合計画」、「豊橋市上下水道ビジョン」における

未利用エネルギーの有効活用、「下水汚泥有効利用検討会」にお

ける下水汚泥の有効活用、安定的な処理処分の議論から検討開

始した。

 当時の既存施設の老朽化及び農家の後継者問題のほかに、燃料

価格の高騰、周辺への臭気の問題も検討のきっかけとなる。

 環境省の計画として近隣の田原市が豊橋市と共に焼却炉を整備

することになっており、施設規模を従前よりも拡大しない前提と

なっていたため、バイオマスでし尿や下水汚泥と共同処理に切り

替えるインセンティブがあった。

 民間事業者から複合バイオマス事業の提案を受け、国交省の「先

導的官民連携支援事業」により導入可能性を含めた調査を実施

した。

 対象とするバイオマスの種類について検討した結果、下水汚泥単

独で行う場合と比較して、高い費用対効果を得られることが確

認できた。この結果を踏まえ、複合バイオマスの利活用を前提と

した事業を行うことを決定した。

 従来方式と PFI の複合事業として実施した場合の費用比較で

は、後者の費用削減効果が 120 億円と算出された。

 事業スキームは、アドバイザーであるコンサルタントからの提案

を踏まえて大枠を定め、要求水準等の詳細を定める際に民間事

業者からヒアリングを行い、民間事業者の入札参加が見込める

事業スキームを設定した。

 副市長をトップとするバイオマス資源利活用事業推進会議（部長

級）、推進会議幹事会（課長級）、推進会議作業部会（課長補佐級）

を設置し、検討を実施した。

 事業者の選定基準の評価項目として、地元経済への配慮・貢献を

設定し、①地元企業の活用や資材等を調達、②地域雇用への取

組、③周辺地域への貢献を設定した（上記評価項目は、豊橋市の

他の PFI 事業でも採用されており、それに倣う形）。

 地元の建設企業が構成企業として主体的に参画し、地元企業が協

力企業として設計・工事監督事務を担当し、市内企業の優先的な

採用を実施した。

 安定的な事業運営のため、事業者との窓口は同じ担当課（上下水

道局内）の責任者が継続的に対応した。担当者の配置換えに起因

するトラブルの発生を防止した。

 事業組成段階から推進段階まで事業のための新たな組織の設置は

行わず、上下水道局総務課が担当した。推進段階でのモニタリング

は上下水道局・環境部にて合同実施としている。

 サービス購入費は下水道事業会計から一括して支払っている。環

境事業に当たる部分は、一般会計の環境部の予算から水道事業会

計に繰入れを行っている。関係部署の費用負担の割合は、生ごみ

と下水汚泥の搬入量に応じてあん分している。

事
業
組
成

 H22.11

「『新たな PPP/PFI 事業』の提

案募集」 （国土交通省）に応募

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討

 H23.8

「先導的官民連携支援事業」

（国交省）に採択

 H24.３ 同事業調査の完了

 H24.４

バイオマス資源利活用事業

第１回推進会議

 H24.1 事業実施を政策決定

 H25.1０

第１回豊橋市バイオマス資源利

活用施設整備・運営事業

事業審査委員会開催（全７回）

事
業
者
募
集
・
選
定

事
業
推
進

 H25.11

実施方針・要求水準書案公表

 H25.12

民間事業者との直接対話

 H26.1  特定事業選定

 H26.４  募集要項等公表

 H26.１０ 最優秀提案決定

 H26.12 事業契約締結

 H29.10  供用開始
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
 

05 川西市低炭素型複合施設整備に伴う PFI 事業 
[多目的ホール、公民

館、福祉関連施設等] 

(兵庫県川西市) 

 
 
 
 
 

 
１．事業概要 

公共施設の老朽化、子育て支援や福祉等の住民ニーズへの対応が課題となっていたものの

課題解決には相当の事業費が必要であると見込まれたことから、新たな住民ニーズへの対応

や、各課題の同時解決のため、行政施設（福祉・子育て支援関連部門）と文化施設（音楽ホール）

を合築し、民間活力を導入することで課題解決とにぎわい創出の双方が実現できることを期

待し事業を推進した。 
 

事業概要 

事業主体 川西市 

人口 

（R6.1.1） 
154,071 人 

募集方法 総合評価一般競争入札 

事業方式 PFI（BTO 方式） 

施設概要 
低炭素型複合施設(多目的ホール、

公民館、福祉関連施設等) 

公共施設延床面積：約 10,500 ㎡ 

事業期間 

契約期間 

平成 27 年 9 月～平成 50 年 3 月

（23 年間） 

設計・建設期間 

平成 27 年 9 月～平成 30 年 1 月 

維持管理・運営期間 

平成 30 年 4 月～平成 50 年 3 月 

事業範囲 施設の設計・建設・維持管理・運営 

事業費 9,821,736,176 円（税込み） 

VFM 約 6.7％（特定事業選定時） 
 

写真 

 

 

 

 

事業スキーム 

 

財団法人 民間事業者(SPC)

川西市文化・スポーツ
振興財団支援事業(補
助)※毎年変動

定期協議
(年2回開催)

エリアマネジメント業務費
※年間固定(増額あり)

みつなか
ホール

芸術文化鑑賞事業
育成支援事業
（自主事業）

新ホール
共有スペース
アトリウム等

芸術文化鑑賞事業
育成支援事業（自主
事業）※財団の計画や
市の要望に応じて実施

地域振興、低炭素普及等
のイベント

市

事業目的・得られた効果等 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 複合化による新たな市民サービスの提供、公共施設の老朽化

対応、財政負担の平準化 

子育て支援や福祉サービス等での新たなニーズに対応したサ

ービスの提供（集約・複合化により包括的な相談対応が実現）、

民間事業者による新たなにぎわいの場の創出 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 当該地区において次の課題を抱えていた。 

・中央北地区近隣の公共施設の老朽化の解消 

・中央北地区土地区画整理事業の推進 

・新たな住民ニーズへの対応（子育て支援、福祉等） 

 上記に対応するため、「公共施設等再配置計画」を策定し、

当該地区において、福祉・子育て関連施設、地区公民館、

文化ホールや民間施設（飲食関係）などの複合施設を整備

する方針を決定した。 

 また、耐震化・老朽化対策として、当時の中央公民館、文化

会館等の機能を再編整備することとした。 

 
 

 平成 26 年３月に「（仮称）川西市低炭素型複合施設整備

基本構想」を策定した。 

 基本構想の策定時、同時並行で PPP 導入可能性検討を

実施した。基本構想策定後、事業実施までにはコンサルタ

ントを活用してサウンディングを行った。 

 基本構想の策定に際して、庁内複数部署での検討にあた

り、複合施設整備にかかる庁内プロジェクトチームを設置 

（公共施設再配置推進室・福祉部門・市民文化部門）した。

事業推進に当たっては、公共施設再配置推進室が事務局

を担った。 

 福祉施設や音楽ホールなど集約対象施設の所管部署の管

理職等を集めたプロジェクトチームにより、いかに複合化

させるかを検討した。 

 

 本事業への地元企業の参加を促進するため、事前エントリ

ー制度を実施した。事前エントリー制度は、事業参加を希

望する地元企業の情報を公開することで、本事業に応募さ

れる企業グループが直接コンタクトを取ることができる機

会を作ろうとするもの。 

 事業費について、サービス購入費として部署間で会計を区

分せず、一般会計に計上している。 

 

 「こども・若者ステーション」など新たな機能を備えた低炭

素型複合施設「キセラ川西プラザ」が開館した。 

 運営に当たって月 1 回程度市と事業者で打合せを行い、

事業の遂行状況等の情報交換をしている。 

 建設の段階では、市職員が現場の確認を行った。契約担当

部門や検査部門が立ち会うことなども要求水準書に定め

ていた。運営段階では、市民文化関連部署がモニタリング

を実施している。 

事
業
組
成 
事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討 

 H26.3 

PPP 導入可能性検討 

 H27.１ 

入札公告 

 H27.２ 

事前エントリー制度実施公表 

 H27.4 

事前エントリー制度結果公表 

 H24 

公共施設等再配置計画 

 H26.3 

（仮称）川西市低炭素型複合施設

整備基本構想策定 

 H30.9 

川西市低炭素型複合施設「キセ

ラ川西プラザ」開館 

 H27.6 

落札者決定 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

06 大浜公園再整備事業 
[プール・公園・ 

収益施設] 

(静岡県静岡市) 

１．事業概要 

昭和 5 年に開園した歴史のあるプールは、長年市民・地域住民に親しまれるとともに、無料

で利用できる公共施設として人気があったが、老朽化の進行、維持管理費の増加等から再整

備が必要であった。このような状況下、プールを有料化して存続すること、通年利用できる公

園施設を検討することの２つを方針として、老若男女を問わず一年を通して楽しめる場の提供

を目指したリニューアル事業である。 

事業概要 

事業主体 静岡市 

人口
（R6.1.1） 

677,736 人 

募集方法 総合評価一般競争入札 

事業方式 
PFI（プール・公園施設：ＢＴＯ方式、

収益施設と駐車場：BOO 方式） 

施設概要 
プール、公園、収益施設（津波避難

施設）、駐車場 

事業期間 
202３年７月～2040 年 3 月（18

年、維持管理・運営期間含む） 

事業範囲 
施設の設計・建設（解体含む）・維持

管理・運営 

事業費 約３６億円 

VFM 
特定事業選定時 約５．1％ 

契約時 約 5.9% 

プールゾーン イメージパース 

公園機能ゾーン・収益施設 イメージパース 

スキーム図

事業目的・得られた効果等

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

利便性・満足度の向上、津波発生時の避難場所の確保 

歴史あるプールの存続の実現、通年のにぎわい創出、周辺地
域の活性化、事業継続性の担保（受益者負担の適正化）、効率
的・効果的な整備・管理運営による財政負担の軽減 

BOO方式

出資者
出資

SPC

代表企業A社 建設

プール公園 収益施設

協力企業G社 工事監理

協力企業H社 設計、建設

構成企業B社 SPC運営管理（経営管理）、公園運営維持管理

構成企業E社 プール運営・維持管理、収益施設（駐車場）整備運営

構成企業F社
整備運営構成企業D社 建設

構成企業C社 設計、工事監理

BTO方式BTO方式

サービス購入料 サービス購入料

静岡市
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 静岡市行財政改革推進大綱「適切な受益者負担の観点に

よる使用料等の見直し」の対象施設と指摘され、無料であ

ったプールを廃止又は有料化して存続する検討を開始し

た。 
 

 パブリックコメントを実施し、8 割以上の市民が有料化し

ての存続を希望した。 
 

 ４回の審議会を経て答申を得て、「大浜公園リニューアル

基本計画」を策定した。同審議会には、地元の自治会連合

会長と地先の町内会長が臨時委員として就任・参画して

いた。 
 

 基本計画策定時に、導入可能性調査を実施した。民間事

業者への意向調査は、プール事業者 24 社程度、収益施

設事業者 14 社程度に実施した。その後も定期的にヒア

リングを行い、事業への参加条件等を確認した。 

事
業
組
成 

事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討 

 R７.７～R22.3 
維持管理・運営 

 R5.７～R７.７ 

設計・施設整備 

 H29.11 
「大浜公園プールの今後のあり
方（案）に関する意見募集」（パブ

リックコメント）の実施 

 H30 

「静岡市都市公園審議会」を設立 

  

 R5.７  事業契約締結 

 R１ 

「大浜公園リニューアル基本計

画」策定 

 R３.６ 
実施方針、要求水準書の公表 

 R３.12 特定事業の選定 

 R４.４  入札中止 

 R4.11 

見直した実施方針、要求水準書

の公表 

 R4.1２ 特定事業の選定 

 R５.３  落札者決定 

 R５.１  入札公告 

 R７.７ 
プール 
供用開始予定 

 

 「静岡市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入優先的検討指針」に基づいて評

価し、従来手法に比べ PFI で実施することに優位性があ

ることを確認した。 
 

 第 1 回入札公告（R４.３）では、入札参加要件を満たす者

がおらず中止した。事業者にヒアリングを実施し、物価高

騰等の影響で、当初提示していた事業費では入札参加が

困難な状況であることを把握した。 
 

 事業費増額の庁内調整を行った。入札から着工までに想

定される物価上昇に相当する増額分について、建設物価

調査会の指標を参考に推計を行い、事業費に反映させ

た。同じ業務内容であっても、物価上昇等の影響で毎年

度事業費が異なることについて説明し、理解に努めた。 
 

 第 2 回入札公告（R5.1）は事業費の増額を行った上で実

施し、落札者が決定した。 
 

 事業契約書において、BOO 事業（収益施設）が業績悪化

し撤退する場合にプールと公園の運営に支障が出ない

（クロスデフォルトとならない）ように、ＳＰＣが代替事業者

を探すことを課した。 

 R８年度 
収益施設 
供用開始予定 

 担当者は、人事異動があるため固定することは難しいが、

事業契約締結から主担当者は変更されていない。 
 

 担当課の判断で、地域の代表者や近隣住民向けの説明会

を計 50 回実施し、事業進捗に合わせて意見交換・合意

形成の機会を設けた。 
 

 市と事業者とのモニタリング会議は、市担当者が月１回実

施する全体会議と、業務ごとの分科会である。 
 

 情報・課題共有で工夫した点は、課題に対する進捗状況

を一覧化し、事業者全員が参加する会議で BTO、BOO

事業者の双方が確認できるようにしたことである。 
 

 モニタリングの支援業務を活用し、市とモニタリング事業

者によるクロスチェックを実施している。 

 R４.3  入札公告 

 H２５．７ 

静岡市行財政改革推進審議会 

  

12



分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

  
07 卯之町「はちのじ」まちづくり整備事業 

[駅舎・広場・複合施設・

無電柱化・駐車場等] 

(愛媛県西予市) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．事業概要 

新庁舎建設後、使用しなくなった駅前の庁舎跡地を駅舎や駅前広場と一体的に整備を進め

るとともに、駅の東側に伸びる商店街や重要伝統的建造物群保存地区でのイベント開催や空

家活用事業を行うことにより、地域のにぎわい創出を目指す事業。本事業をきっかけに市内事

業者が起業を行う等、地元企業の新たな事業機会の創出にもつながっている。 
 

事業概要 

事業主体 西予市 

人口
（R6.1.1） 

34,538 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 
PFI（ＢＴＯ方式、RO方式、独立採算

混合型） 

施設概要 

駅前エリア（駅前複合施設、案内板、

ロータリー、駐車場、跨線橋等）、商

店街エリア・重要伝統的建造物群保

存地区（案内板、ハンプ等） 

事業期間 
2017 年 9 月～2032 年 3 月（14

年 6 ヶ月、維持管理・運営期間含む） 

事業範囲 
施設の設計・建設・修繕・維持管理・

運営 

事業費 
概算事業費 約 19.4 億円 

（初期投資費 13.0 億円+維持管理

運営費 6.4 億円） 

VFM 
特定事業選定時 約 3.2％ 

契約時 約 4.3% 
 

卯之町駅周辺の整備イメージ 

  
施設写真（手前が駅舎、奥が複合施設） 

   
事業スキーム 

 

事業目的・得られた効果等

 
地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

地域のにぎわい創出、新たな公共施設の整備が進むことによ

る行政サービスの質の向上 

財政支出の平準化による負担軽減、専門業者による施設の維

持管理 

民間企業の視点 新たな事業機会の創出（本事業をきっかけに起業した企業あり） 

維持管理
企業

サービス提供

融資
契約金融機関

市

SPC

事業契約

直接協定

サービス
提供

施設利用者

複合施設
運営企業

建設企業
設計・工事監理

企業

委託契約請負契約

委託
契約

委託
契約

サービス対価の支払
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

２．事業化までの経緯・ポイント 

 

 市内唯一の特急停車駅で、市の玄関口である卯之町駅周

辺は、人口減少、商店の撤退等によりにぎわいが減少し

ていた。

 駅前の再整備に関し卯之町駅前づくり市民検討委員会が

設置され、市民アンケート等を行い、検討が進められた。

 新庁舎建設により使用しなくなった庁舎別館跡地の整備

について、駅前広場や駅舎、複合施設について一体的な

整備を進めるべき旨の市民検討委員会の答申がなされ

た。

 答申では、官民連携手法の導入検討が記載された。

 H24.11
市民検討委員会による「卯之町
駅前づくり基本方針」答申

 SPC の協力企業に地元企業が３社参画しており、うち１

社は本事業をきっかけに市内事業者が新たに起業するに

至った。

 施設整備事業は、ほとんど地元企業が担当している。

 民間企業ならではの発想によって、多様なイベントが実施

されている。また、複合施設に郵便局が移転したり、生鮮

食品の販売店、飲食店が入居したりするなど、駅前のにぎ

わいが創出されている。

 担当部署によるモニタリングのほか、定期的に評価監視

委員会を開催している。評価監視委員会では学識経験

者、市議会議員や市の関係職員で構成され、SPC が出席

して事業の状況等を報告している。

事
業
組
成

事
業
者
募
集
・
選
定

事
業
推
進

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討

 H26 年度
推進委員会の設立

 H29.10～R14.3
維持管理・運営

 H29.10～R4.12

設計・施設整備

 H25 年度
国土交通省「先導的官民連携支

援事業」

 H28

事業者選定の中止

 H27.2
卯之町「はちのじ」
まちづくり基本構想策定

 H28.5

特定事業の選定・公募

 

 より多くの事業者から提案がなされることを期待し、ま

た、優先交渉権者との協議を通じて良い事業を創ってい

くことを望んで公募型プロポーザル方式を採用した。

 性能発注を意識した要求水準を作成した（要求水準書は

15 ページのみ）。先導的官民連携支援事業における市場

調査や市の説明会等を通じて応募を検討する民間事業者

と十分にコミュニケーションを取り、市の意図を伝達し

た。

 地元住民や民間事業者に対して、PFI に関する勉強会や

説明会を実施した。

 H28.10

特定事業の選定・再公募

 H29.3

優先交渉権者の決定

 H29.9

事業契約締結

 整備方針を具体化するために推進委員会（市民検討委員

会と同じ構成員）を設立し、検討を進めた。 

 推進委員会での検討に加え、高校生向け・市民向けワーク

ショップや説明会、アンケート調査、市政懇談会における

意見聴取等を実施した。

→ 高校生のアイデアから駅舎内の自習スペースが実現

 庁内検討は、行政改革担当を筆頭に官民連携事業推進チ

ームという庁内 PT を立ち上げて進めた。
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
 

08 府中市公共施設包括管理業務委託 
[保育所、学童クラブ、子ども家
庭支援センター（維持管理）] 

(東京都府中市) 

 
 
 
 

 

１．事業概要 

本事業は、市内の 34 の施設(保育所 11 施設、学童クラブ 22 施設、子ども家庭支援セン

ター1 施設)を対象として、施設現況確認、保守点検、修繕等優先順位リストの作成等の業務を

一括して複数年で民間事業者に委託するものである。性能発注の手法を取り入れることで民

間事業者の創意工夫やノウハウを活用した計画的な維持管理を行い、あわせて利用者が安全

で快適に利用できる施設運営及び業務の効率化、管理経費の削減を図るものである。 

なお、本事業は第二期に当たる事業であるが、令和元年度から試行的に実施していたモデ

ル事業の結果を踏まえ、発注方法の変更(性能発注の導入等)、統括マネジメント業務の追加等

を行った。 
 

事業概要 

事業主体 府中市 

人口 

（R6.1.1） 
260,078 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 包括的民間委託 

施設概要 
市内の34の施設(保育所 11施設、学

童クラブ 22 施設、子ども家庭支援セ

ンター1 施設) 

事業期間 令和６年４月～令和９年３月（３年間） 

事業範囲 施設の維持管理 

事業費 281,566,000 円（税込） 
 

事業スキーム 

 
(出典) 府中市における公共施設の包括管理

の取組 

 

事業で期待される主な効果 

 
 (出典)府中市における公共施設の包括管理の取組  

事業目的・得られた効果等 

地方公共団体の視点 

均一な施設管理による継続的な安全性の確保 地域住民の視点 

維持管理業務の質の向上や効率化、市職員の業務負担の抑制、

対象施設数を増やすことによる行政コストの削減 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 民間活力を活用し、専門性を有する者による複数施設の

均一な保守・点検等を行う包括管理業務委託の手法をモ

デル事業として定めた。 

 多くの公共施設が建築後３０年以上経過し、市民ニーズの

変化や業務の多様化に対する対応、施設の老朽化に伴う

保守管理業務の増加等から緊急対応を含め通常業務を圧

迫し、必要な保守管理が追い付かず老朽化が進行してい

たことが背景にある。 
 
 

 庁内向けの包括委託に関する研修を実施した。 

 統括部署による施設所管課との内部調整を行った。 

 
 市内事業者による包括管理を目指し、市内業者に対する

説明会を実施したほか、アンケート調査等も実施した。 

 

 

 当初は 3 年間の事業期間を設定してモデル事業を実施す

ることとした。 

 対象は子育て施設を選定した。いずれの施設も規模

が大き過ぎず、また、設備も比較的単純で、建物の形

状も同程度のものが多いことから、包括管理の試行

実施として適当と判断し選定した。 

 令和 4 年度まではマネジメント業務は含まれなかっ

たが、受託事業者が主体的に業務の進行管理を行う

ことで職員負担軽減や事業者による創意工夫範囲

の拡大を目的とし、令和５年度に業務範囲に追加と

した。 

 担当課による評価のために 1 年間、評価をもとにした新

たな事業者選定の期間として 1 年間、合計 2 年間の延長

を実施。 

 

 モデル事業の成果を踏まえて 3 年間の事業期間で本事業

を実施している。 

 対象はモデル事業と同様に子育て施設である。第二

期試行実施の結果次第で、対象施設の範囲の拡大を

検討している。 

 事業費（保守委託費及び施設修繕費）を所管課ごとに計上

し、執行委任の形で建築施設課が執行している。 

 自然災害や事故等が発生した際の受託事業者の緊急巡回

を要求水準として定めており、受託事業者は、施設の損傷

状況を確認し、その結果を市に報告することとしている。 

 

 H30.1 

第２次府中市公共施設マネジメ

ント推進プランの策定 事
業
手
法
検
討 

モ
デ
ル
事
業
の
実
施 

事
業
推
進 

 

合
意
形
成 

庁内の合意形成 

 R１～5 

モデル事業の実施 

 R6～8(予定) 

本事業の実施 

市内事業者等との合意形成 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

09 妙高市ガス事業譲渡及び上下水道事業包括的民間委託 
[ガス・上下水道] (新潟県妙高市) 

１．事業概要 

人口減少、施設の老朽化に伴う更新費用の増大、職員数の減少、ガス・電力の自由化による

競争激化に対応するため、ガス・上下水道の３事業を一体運営とすることにより、質の高い公

共サービスの提供や効果的かつ効率的な業務遂行を図る事業。ガス事業については事業譲

渡、上下水道事業（水道事業、簡易水道事業、公共下水道事業、農業集落排水事業）については

包括的民間委託を選択し、民間事業者による一体運営を実現した。 

事業概要 

事業主体 妙高市 

人口 

（R6.1.1） 
29,885 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 
ガス事業：事業譲渡 

上下水道事業：包括的民間委託 

施設概要 

ガス事業：ガス供給所、整圧器室、中圧

本管、低圧本管 

水道・簡水事業：取水施設、浄水場、配

水池、配水管等 

下水道・集排事業：処理場、管路、マンホ

ールポンプ場等 

事業期間 
ガス事業：所有権移転、民営化 

上下水道事業：令和４年４月１日 

～令和 14 年３月 31 日（10 年間） 

事業範囲 

ガス事業：事業経営、資産保有、施設運

転、維持管理、施設更新/新規建設工事 

上下水道事業：施設運転、維持管理、修

繕、薬品等調達、検針、料金徴収 

事業費 
ガス事業：2 億円（税抜き） 

上下水道事業：約 78 億円（税抜き） 

写真 

白山町ガス供給所 

志浄水場、ガス水道管理センター 

新井浄化センター 

事業スキーム 
妙高市 ガス上下水道局

妙高グリーンエナジー

ガス事業

ガス事業
・ガス事業経営
・資産保有
・ガス施設運転
・施設維持管理
・施設更新/新規建設工事

上下水道事業

共通業務
・検診/開閉栓
・顧客情報管理他
・管路工事/維持
・料金徴収
・電力購入

上下水道事業
・処理施設運転
・施設維持管理
・薬品等調達

事業譲渡 包括委託

事業目的・得られた効果等

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 
委託料の低減、ガス事業経費の圧縮、ガス料金の値上げ抑制、

災害対策の強化、職員の減少に伴う技術継承への対応 

利用者からの通報への迅速な対応 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
 

２．事業化までの経緯・ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 首長から、民間でできるものは民間委託とし、小さな行政

とするとの指示に基づき、行政改革計画に民間委託の検

討を位置付け、ガス上下水道局で広域連携、官民連携を検

討したのがきっかけとなった。 

 平成 17 年の市町村合併後、14 回料金改定をしており、

財政シミュレーションを行っていた。 

 職員数が少ないため、局長と次長が担当者として、庁内の

関係機関との調整を行った。基本的には、市長、副市長と

の調整、方針確認後に、財政、人事、企画との調整を行っ

た。 
 

 ガス上下水道の 3 事業一体で 10 年の長期計画による民

間の利益回収ができるよう検討した。短期の委託では民間

の効果が少ないため、10 年間の委託期間とした。 

 ガス事業は公営での継続は困難なため、譲渡を前提とし

た。 

 上下水道事業は、コンセッションと包括的民間委託を検討

した。その結果、手続に時間とコストがかかり、市民や議会

への説明が困難なためコンセッションは不可とし、包括的

民間委託を選択した。 

 令和元年度のコンサルタントへの委託（あり方検討）によ

り、定量的なデータ整理を行い、議会、市民への説明を適

 
 マーケットサウンディングでは、初めての 10 年間の包括

的民間委託に対し、大きな期待が寄せられ、13 社が参加

した。 

 上下水道事業一体とガス事業譲渡のバンドリング型のス

キームにより、利益が出るようにすることで企業が参画し

やすくした。なお、ガス事業の譲渡とのバンドリングのた

め、応募できる企業は限定され、コンソーシアムが必要で

あった。 

 これまで市が委託していた地域企業に再委託を検討する

よう募集要項に記載した。物品等の調達や修繕工事につ

いても、同様に募集要項に記載した。 

 要求水準書では、事業開始後 3 年間は現状確認を行い、

その後に 4 条工事の上下水道本管更新事業を委託するこ

とを予定している。 

 契約前では連絡調整の窓口を固定していた。 

 

 上下水道事業の毎月の管理実績をモニタリングし、電気の

使用量などを確認し包括委託料の内容を確認している。 

 会計について、水道事業会計、簡易水道事業会計、下水道

事業会計を地方公営企業法の全部適用で対応している。 

 システムの共通化について、料金システム：ガス、水道、下

水道料金を一括で計算し、検針、口座振替、直納、未納管

理など徴収事務を一体的に行うものと、マッピングシステ

ム：ガス管、水道管、下水道管、顧客の内管データなどを一

体的に管理するものを利用している。 

事
業
組
成 
事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討 

 H30 

事業可能性検討、市長方針決定 

 R２.7 

マーケットサウンディング調査 

 R２.10 

募集要項の公表 

 R３．３ 

優先交渉権者の決定、基本協定

の締結 

 H23 

第 6 次行政改革計画にガス上下

水道事業の民間委託の検討を位

置付けた 

 H29 

事業者の事前聞き取り 

 R３.9 

議会議決後、本契約への移行 

 H29 

ガス小売り自由化に伴い、公営

ガス事業の民間譲渡が進み、ガ

ス上下水道局が検討開始 

 R2.2 

ガス上下水道事業のあり方検討

結果報告 

 R4.4 

事業開始（ガス事業は譲渡、上下

水道事業は包括的民間委託） 

 R３.8 

優先交渉権者による新会社の設

立、仮契約の締結 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
  

10 
宮城県上工下水一体官民連携運営事業 

（みやぎ型管理運営方式） 
[上工下水道] (宮城県) 

 
 
 
 
 
 

１．事業概要 

宮城県では、県が運営する水道事業、工業水道事業、下水道事業を一体として管理運営を実

施している（水道水供給事業 2 事業、工業用水道事業 3 事業、流域下水道事業 4 事業）。うち

水道分野で国内初の公共施設等運営事業である。 

なお、管路の維持管理・更新工事は引き続き県が実施している。運営権者は、業務分担に応

じた額を利用料金として収受することとなっている。 
 

事業概要 

事業主体 宮城県 

人口 

（R6.1.1） 
2,260,508 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 PFI（公共施設等運営事業） 

施設概要 
水道用水供給事業（２事業）、工業用

水道事業（３事業）、流域下水道事業

（４事業）における管理運営 

事業期間 
運営 

令和 4 年 4 月～令和 24 年３月 

事業範囲 維持管理・運営 

事業費 1,600 億円（税抜）（契約金額） 

事業費の

削減効果 

総事業費の削減効果は約 337 億

円（▲10.2%） 
 

事業対象 

 

 

 

事業スキーム 

  

宮城県 PFI事業者 市町村

運営権設定

対価支払 料金支払

サービス提供

【運営権】

金融機関
投資家 抵当権設定

融資・投資

事業目的・得られた効果等 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

民間のノウハウをいかしたコスト削減による料金の値上げ抑制 

上水道・下水道・工業用水道を一体として契約することで、スケ

ールメリットや効率性向上によるコスト削減 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 「宮城県企業局新水道ビジョン」等、水道事業経営に関する

各種計画を立案する中、将来の厳しい経営環境に対する

危機感を企業局内部で共有した。 

 今後の最適な管理・運営の方法について検討を開始した。 

 今後 40 年間の経営シミュレーションを行ったところ、大

規模な更新投資や人口減少が予測されていた。通常 10

年の計画策定を行っているが、中長期の見通し予測を立

てたところ、課題が明確化された。 

 【方向性の決定】公共性を担保しつつ、民間の力を最大限

活用／長期･包括･官民協働運営とすることとした。 

 上水道及び工業用水道を組み合わせることを検討してい

たところ、民間事業者の意見を踏まえ下水道も追加した。 

 
 官民連携手法の検討に向けて、運営検討方法について、有

識者・関係者等の意見聴取を実施した。 

 

 

 

 事業手法に係る導入可能性調査を実施するとともに、上

工下水道事業の資産、財務、法務に関する情報について客

観的に整理した。 

 
 事業手法・事業方式について「事業概要書」として取りまと

めを実施した。 

 その後の県 PPP・PFI 導入調整会議（H30.7）にて、水道

法改正を条件に「PPP/PFI 手法による実施が適当」と結

論づけた。 

 
 

 事業者選定に当たっては、以下の配慮を実施した。 

 優先交渉権者選定基準において「地域貢献」の配点を入

れた。 

 リスク分担をできるだけ明確化し、官側へ寄せた（事業

者がリスクを料金に転嫁することを防ぐため）。 

 プロフィットシェアを求めず、運営権対価を定額に設定

した（提案金額が下がると期待された）。 

 受託事業者の提案により、事業運営に係る情報を一元的

に集約・蓄積、そしてそれを事業運営に活用する ICT シス

テムとしてプラットフォームを導入。 

 要求水準書及び実施契約書での規定を通じ、事業者（みず

むすびマネジメントみやぎ）が、運営権設定対象外である

市町村の水道関連事業を請け負うことができることにな

っている。 

 
 

事
業
組
成 

事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討 

 H28～29 

導入可能性調査及び上工下水デ

ューデリジェンス調査の実施 

 R2.3 

入札公告 

 R3.3 

優先交渉権者の選定 

 H26.9 

宮城県企業局新水道ビジョンの

策定 

 H28～29 

宮城県上水･工水･下水一体型管

理運営検討懇話会、宮城県上工

下水一体官民連携運営検討会の

開催 

 R4.4 

事業開始 

 H30.3 

みやぎ型管理運営方式事業概要

書の作成 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
 

11 むつざわスマートウェルネスタウン拠点形成事業 
[道の駅、地域優良 

賃貸住宅] 

(千葉県睦沢町) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１． 事業概要 

旧道の駅施設の老朽化に伴う移転拡充、地方創生の推進、町内の少子高齢化対策、先進
予防型まちづくりの実現、大規模化する災害対応、地元産の天然ガスを活用したエネルギー
の地産地消等を実現するため、民間事業者のノウハウをいかして道の駅と地域優良賃貸住
宅を一体的に整備した。 

 
事業概要 

事業主体 睦沢町 

人口
（R6.1.1） 

6,614 人 

募集方法 総合評価一般競争入札 

事業方式 ＰＦＩ（ＢＴＯ方式、一部ＢＯＯ方式） 

施設概要 
道の駅、地域優良賃貸住宅、健康支

援 BOO 施設 

事業期間 

平成２９年６月１６日～令和２２年３

月３１日 

（設計・建設 平成２９年６月～令和

元年７月、維持管理・運営 令和元

年８月～令和２２年３月３１日） 

事業範囲 

施設の設計・建設・維持管理・運営 

（健康支援 BOO 施設は、設計・建

設に加え、事業期間終了までの施設

所有と維持管理・運営） 

事業費 約２７億７千万円 

VFM 入札時 9.1％、契約時：10.7％ 
 

配置計画図 

 
 

施設写真（左が道の駅、右が賃貸住宅） 

  

 

事業スキーム 

 

維持管理
（県内企業）

融資
契約金融機関

町

SPC

事業契約

直接協定

施設整備 道の駅・
住宅等

運営管理建設企業
（県内企業）

設計企業

委託契約請負契約

委託
契約

委託
契約

運営・維持管理

BTO

事業目的・得られた効果等

 
地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

健康状態の改善、災害時の温浴施設や受電設備の利用を含む居
住環境及び利便性の向上、多世代間交流によるコミュニティの活
性化 

移住者１００名の増加による人口増加、道の駅における雇用者数
の増加、地域産物の販売額・特産品開発数・農産物直売所出荷者
数の増加 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 旧道の駅施設の老朽化の移転拡充と、地域再生と健康づ

くりを一体化したまちづくりの実現に向けて、各種計画が

策定された。なお、旧道の駅施設の底地は民間からの借

地であり、返還期限が近づいている状況であった。 

 

 「むつざわスマートウェルネスタウン基本計画」で、道の駅

周辺の交差点整備や若者移住の施策誘導、健康増進プロ

グラムの充実化を掲げ、それに基づき道の駅整備も進め

られた。 
 

 実施計画段階で道の駅の構想が程度固まっており、この

頃から庁内で分野横断の発想があった。 
 

 当時の町長がスピード感のある対応を重視しており、計

画策定後なるべく早く実行するというスタンスであった

ことは、本事業実現の要因のひとつである。 

 H2６.１ 

「地域再生・健幸のまちづくり計

画」策定 

 

事
業
組
成 
事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討 

 R１.８～ 
維持管理・運営 

 H29.６～R１.７ 

設計・建設 

 H27.１ 
既存の道の駅「つどいの郷むつ

ざわ」の拡充計画等が評価され
「重点 道の駅」に選定 

 H28.９ 

特定事業の選定 

 H28.８ 

実施方針及び要求水準の公表 

  

 H29.3 

優先交渉権者の決定 

 

 

 
 H29.６ 

事業契約締結 

 

 

 

 

 H2６.１2 
「むつざわスマートウェルネスタ
ウン基本計画」策定 
 

 H27.１2 
「むつざわスマートウェルネスタ
ウン実施計画」策定 
 

 R１.９ 
町民向け先行開業 
（ソフトオープン） 

 R１.１０ 
開業（グランドオープン） 

 

 民間事業者から６条提案がなされたことで、PPP/PFI

が選定された。 
 

 町で初めてのＰＦＩ事業となるため、議員に対しても事業

手法や事業費等について重点的な説明を行った。 
 

 毎年、町長が各地区の集会施設で施策等を説明する地区

懇談会に事業担当者が随行し、ともに本事業の説明や住

民からの質疑に対応した。 

 

 千葉県の関連部局担当者が参集する道の駅の協議会を

組成した。町内部での協議会等は特に設置せず、適宜庁

内調整を実施した。 

 H27 

PPP/PFI 方式の選定 

 H28 

「重点 道の駅」協議会 

ワーキンググループ実施 

 

 事業者による効率的なサービスの提供を求めていたこと

から、可能な限り民間の創意工夫やサービス対価、継続

性・安定性等を総合的に評価するため、総合評価一般競

争入札を採用した。 
 

 町側で負担することにした業務・リスクは、住宅の家賃徴

収業務である。施設の所有者として、責任を持って徴収業

務を実施するという考え方である。 

 

 事業構想から施設竣工段階、運営開始から現在まで同一

の担当者が従事している。 
 

 旧道の駅運営者の大半が、現在の道の駅の出荷者協議会

の理事となり、出荷に関するサポートをしている。 

 

 大規模災害等発生時の支援や相互協力の協定を SPC や

東京電力グループ会社、地域電力会社と締結している。 

 

 事業範囲が広いため、設計・建設段階からコンサルタント

にモニタリングを委託していた。現在は、安定した運営を

維持していることから委託は行っていない。町と SPC の

３ヶ月に一度の打合せでモニタリングが行われている。 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

12 和光市広沢複合施設整備・運営事業 
[総合児童センター、市民プール、

健康増進センター、こども園等] 

(埼玉県和光市) 

１．事業概要 

事業用地の配置計画、既存施設の解体及び敷地造成後、総合児童センター及び市民プール

の設計、建設、維持管理及び運営、健康増進センターの設計及び建設、学童クラブの建設、並び

に民間収益施設を整備した上で、一部公共施設及び民間施設を複合施設として一体的に運営

するもの。事業実施においては、国有地の取得も行い、総合児童センターと共に事業敷地とし

た。  
事業概要 

事業主体 和光市 

人口 
（ R6.1.1） 

84,728 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 PFI（BTO）＋PFI（BT）＋定期借地 

施設概要 

【公共施設】 

《PFI（BTO）方式》 

総合児童センター、市民プール 

《PFI（BT）方式》 

健康増進センター、学童クラブ、防

災倉庫 

【民設民営施設】 

《PFI（BT）方式》（敷地造成まで） 

認定こども園、児童発達支援センタ

ー 

《定期借地方式》 

民間温浴施設 

事業期間 
平成 31 年 4 月 5 日～令和 23 年

3 月 3 日 

事業範囲 

PFI（BTO）：施設の設計・建設・維

持管理・運営 

PFI（BT）：施設の設計・建設 

定期借地：独立採算での民間収益施

設の設計・建設・維持管理・運営 

事業費 約 53 億円（税抜） 

VFM 
特定事業の選定時 8.8％ 

契約時 8.2％ 

 

北エリア

民間収益事業者

総合児童センター
市民プール
(BTO方式)

運営事業者(別途募集)

サービス購入料
(敷地造成)

サービス購入料
(建設費)

健康増進
センター
(BT方式)

認定こども園、
児童発達支援セン
ター(BT方式)

学童クラブ、防災
備蓄倉庫
(BT方式)出資者

金融機関

直接協定

出資

南エリア

PFI和光市広沢株式会社（SPC)

東エリア

賃貸借地料
指定管理協定

指定管理料

土地賃貸借契約定期借地契約

サービス購入料
(設計・建設費)

サービス購入料
(設計・建設費)

(維持管理運営費)

和光市

事業契約
指定管理協定

連携

融資契約

事業目的・得られた効果等

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

多世代の快適な生活や健康を支える新たな公共施設の整備が

進み、また民間事業者の提案により浴場施設が整備され、利便

性の向上や行政サービスの向上、にぎわいの創出が実現 

財政負担削減による将来にわたり適切な公共サービスの提供と

持続可能な財政運営の両立 

事業スキーム 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 総合児童センター本館及びプール棟の老朽化対策や子育て

に関する市民ニーズの増加への対応、公共施設の集約化及び

持続可能な財政運営を背景に、周辺の UR 西大和団地の再

生や広沢国有地における住宅市街地総合整備事業整備計画

による認定こども園建設の方針などの周辺状況も受け、一体

施設としての公共公益施設の再整備を検討することとした。 
 

 総合児童センターと市民プール等、当初から敷地内にあった

施設の建替が主であり、基本方針を検討する中では、複合す

る機能を決めていった。敷地に近接する保健センターも集約

することで効率化を図った。 
 

 広沢国有地と総合児童センターの敷地範囲として設定した。

広沢国有地は取得することを想定し、国有地利活用に合わせ

た公共施設の再編に係る基本方針を策定した。 
 

 プロジェクトチームと関係部署から成る庁内検討委員会のほ

かに、関係部署と外部有識者、公募市民、近隣自治会、近隣学

校から成る基本計画策定委員会を設置した。 

 

 H29.4 

和光市広沢国有地等利活用基本

方針の策定 

 

 基本計画策定時、民間サウンディングを２回実施し、市場調査

を行った。１回目は 18 社、2 回目は 22 社が参加した。1 回

目と 2 回目の間にはアンケート等も実施するなど、基本計画

の実現性を高めることを目指した。 

 

 庁内の体制としては、企画部政策課を中心として企画し、公

共施設の PPP/PFI 事業に特化したプロジェクトチームを政

策課に紐づくものとして設立した。 
 

 コレクティブインパクト・リストの活用に関する提案を審査項

目の一つとした。当リストは、市の事業に賛同する企業や団体

（参加を検討している地元企業・NPO、ソーシャルビジネス事

業者等）を列記し、コンソーシアムや SPC へ提供できるよう

にしたものであり、運営事業者が、リスト掲載者と連絡を取

り、協力することを想定していた。当事業においては、リスト

にある地元企業との連携を提案に含めた場合に加点した。 

 

 四半期ごとのモニタリングについて、指定管理部分（総合児童

センター、市民プール）は各所管課、包括的な施設マネジメン

トは先導する部署（資産戦略課）がそれぞれ実施している。日

付はすり合わせていないが、運用上、概ね同時期に実施する

こととしている。 
 

 コレクティブインパクト・リストの公表による効果としては、

SPC と地元企業との連携が生まれている。 

事
業
組
成 

事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ 

導
入
検
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 H30.２ 

和光市広沢複合施設基本計画の

策定 

 H30.3 

実施方針等の公表 

 H30.6 

募集要項等の公表 

 H31.4 

事業契約の締結 

 R１．10 

学童クラブ開園 

 R３.４ 

認定こども園、児童発達支援セ

ンター開園 

 R３.３ 

健康増進センター開設 

 R３.12 

総合児童センター、市民プール、

民間収益施設の開設により全面

供用開始 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

13 有料道路運営等事業 
[道路] (愛知県) 

１．事業概要 

愛知県道路公社が管理する 8 路線の有料道路について、国の構造改革特区制度を活用し、

コンセッション方式によって民間事業者に運営を委ねる事業。民間における新たな事業機会を

創出するとともに、民間事業者の創意工夫を活用した低廉で良質な利用者サービス等の提供

等を通じ、道路利用者・地域、道路管理者である愛知県道路公社、当該事業を実施する民間事

業者の三者それぞれがメリットを得られる「三方良し」の実現を目指している。

事業概要 

事業主体 愛知県道路公社 

人口 
（R6.1.1） 

7,478,574 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 PFI（コンセッション方式） 

施設概要 
愛知県道路公社が所有する８路

線 

事業期間 
平成 28 年 10 月 1 日～料金徴

収期間満了まで（最大約 30 年） 

事業範囲 

対象路線の維持管理・運営業務、

附帯事業及び事業区域内任意事

業、改築業務（CM 方式）、事業区

域外任意事業 

事業費 
【運営権対価】計 1,377 億円（税

抜） 

VFM 

導入可能性調査時：公共実施時と

同等以上 

契約時：約 169 億円のプラス 

道路整備特別措置法に基づく一般有料道路・8 路線 

事業スキーム 

任意事業附帯事業維持管理運営事業改築事業

公社

CMr

改築費用

調査・設計・建設会社

改築実施契約
完成・
引渡 運営権

運営権
対価

附帯事業
実施契約

改築費用 完成・
引渡

調査・設計・工事発注 完成・
引渡

PFI法に基づく特定事業

サービスの提供
交通管理業務、
維持業務、修繕
業務、運営業務
等

サービスの
提供・PA運
営等

利用料金

PFI法に基づく特定事業
【公共施設運営事業】

サービスの提供

一つのPFI手続きで実施

契約を一本化

総合評価により審査

運営権者

運営権実施契約

CM契約

構成企業
等が実施

道路利用者

区域内 区域外

事業目的・得られた効果等

道路利用者・地域の視点 

道路管理者の視点 

より低廉で良質な利用者サービスの享受、社会経済の活性化、

沿線開発等による地域経済の活性化 

民間事業者の視点 

効率的な管理運営の実現、確実な償還の実施 

民間事業者に対する新たな事業機会創出 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

事
業
組
成 

事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討 

 Ｓ４５.3～Ｈ１７.1 対象となる

有料道路が順次供用開始 

 H27.10 

実施方針を公表 

 H23.5 

改正PFI法によりコンセッション

方式が制度化 

 H２７．９ 

愛知県国家戦略特別区域 区域

計画が国により認定 

 H27.1１ 

募集要項等を公表 

 H2８.６ 

優先交渉権者の選定 

 H2８.８ 

公共施設等運営権の設定 

実施契約の締結 

 H2８.１０ 

事業開始 

 

 

 PFI 法の改正によってコンセッション方式が制度化

され、民間事業者による社会インフラの運営が可能

となった。 

 日本一元気な本県を牽引する原動力として民間の力

を活用すべく、愛知県道路公社の管理する有料道路

について、民間事業者による運営の検討をするよう

知事から指示があった。 

 

 従来、道路特別措置法に基づく有料道路を運営でき

る者は、道路管理者や地方道路公社等に限定されて

いた。民間事業者による運営実現に向け、構造改革

特区について提案を行った。 

 今後、より詳細な事業スキーム等を検討するために、

この時点での県の考え方を公表し、幅広く民間事業

者から意見を募集した。 

 

 知多 4 路線について、利便性向上のための事業実施

及び料金プール制のために事業変更を行った。 

 愛知県道路公社が管理する有料道路・PA の運営事

業をベースに、IC や PA などの改築事業を含めた事

業範囲及び対象路線について、マーケットサウンディ

ング結果を踏まえ設定した。 

 道路整備特別措置法に基づく償還期間３０年に準じ

る形で事業期間を設定した。 
 

 業務説明会・現地見学会を実施し、計１５２社が参加

した。 

 第１次審査は５社から提出があり、うち 3 社を選定し

た。 

 第２次審査は 1 社が辞退し、２社から提案審査書類

の提出があった。 
 

 公社内に調整担当を設け、県と協業しながら民間事

業者との調整等を実施した。 

 協議会、業務連絡会、連絡会議等の定期会議を設定

した。 

 

 公社が定めた予定価格を上回る対価により、建設費

の確実な償還を実施している。 

 附帯事業である PA 運営において、運営事業者が地

元市町等とのコラボによる商品開発・イベント等を実

施し、地域の活性化に寄与している。 

 H２4．12 

「民間事業者による有料道路事

業の運営に関する検討会」の報

告書を知事に提出 

 H２5．5 

具体的な事業スキーム等を取り

まとめ、国土交通省へ提案 

 H２6．4 

「基本的な考え方（案）」を公表

し、民間事業者の意見を募集 

 H２6．5 

政府の構造改革特区推進本部に

おいて、道路整備特別措置法の

特例を設けることとする方針が

決定 

 H２6．12 

知多4路線の事業変更許可申請

に関する道路管理者同意につい

て、県議会で可決 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 

14 府中市道路等包括管理事業（全域 2 期） 
[道路等] (東京都府中市) 

 
 
 
 
 

 
 
１．事業概要 

本事業は、舗装の補修や街路樹剪定などの異なる業務を一括して複数年度契約で事業者に

委託し、あわせて事務処理方法の見直し及び効率化を行うとともに、性能発注の手法を取り入

れることで民間事業者のノウハウを活用し、市民サービスの向上及び管理経費増大の抑制を

図り、予防保全型管理を目的とする官民連携事業である。 

なお、一部地区(けやき並木通り周辺地区)で試行的に実施した後、試行結果を踏まえて、市

内の一地区、市内全域(全域１期)へ対象範囲を広げてきた。本事業は、全域１期と同様に市内

全域を対象とするものであるが、契約内容等については全域１期の課題を踏まえ、用水路に関

する業務の追加等一部修正している。 
 
 

事業概要 

事業主体 府中市 

人口 

（R6.1.1） 
260,078 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 包括的民間委託 

施設概要 
府中市内を 3 地区に分け、各地区の市

道等が対象となっている。 

事業期間 令和６年４月～令和 11 年３月（5 年間） 

事業範囲 維持管理 

事業費 

(年額) 

東地区：274,967,000 円（税込） 

南西地区：163,240,000 円（税込） 

北西地区：130,460,000 円（税込） 
 

事業対象エリア 

 
(出典)府中市道路等包括管理事業運用方針 

 

 

事業スキーム 

   

【地域単位などで１案件に包括】

清掃・ゴミ回収

【複数の委託案件】

小規模な修理・改修

パトロール

舗装補修工事

橋梁補修工事

【包括的委託】

清掃・ゴミ回収
小規模な修理・改修

パトロール
維持

舗装修理工事
橋梁補修工事

削減効果

維
持
管
理

事業目的・得られた効果等 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

市民サービスの向上（相談窓口の一元化、道路に係る市民から

の要望相談から対応までのスピード向上） 

民間企業の視点 

管理経費増大の抑制（事業のバンドリングによる資材の融通等） 

事業のスケールアップによる多様な事業者が参入検討、複数年

度契約により、継続的な売上げを見込むことが可能 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 国交省の先導的官民連携支援事業に応募し、平成 23 年

度に道路施設の包括管理に向けた検討を実施した。業務

範囲、法務、財務等について検討を行った。 

 効率的な維持管理等を目的として、包括管理事業の実施

を施策として位置付けたインフラマネジメント計画を策定

した。 

 先行的に地域や業務範囲を限定して実施し成果を確認し

た上で、市域全体への適用の可否を判断する方針とした。 

 

 パイロットプロジェクト(けやき並木通り周辺地区道路等包

括管理事業：18.8ha・19 路線)を平成 26 年度から 3 か

年実施した。 

 
 パイロットプロジェクトの中間評価及び本格実施に向けて、

再度、先導的官民連携支援事業に応募し、検討した。 

 
 けやき並木通り周辺地区包括管理事業の最終評価として、

有効性の確認及び翌年度以降の事業についても方針を定

めた。 

 
 市全域での運用開始を見据えた工区分割のうち１つの工

区(755ha、633 路線)を対象としたパイロットプロジェ

クトを実施した。 

 

 パイロットプロジェクトの評価を受け、道路等包括管理事

業を市全域へ拡大する方針を策定した。 

 
 道路等包括管理事業（全域１期）にて導入するシステムの検

討及び、日常の維持管理データを蓄積し活用するための標

準化インターフェイスの導入を行った。 

 複数地方公共団体と民間事業者が連携するための事業モ

デルの検討や、高次効率化を進めるために AI 等の先進技

術の活用検討を行った。 

 

 

 市全体を対象とした道路包括管理事業を実施。市内を 3

地区に分けて実施した(合計で 2,943ha、2,4４4 路

線)。 

 自然災害や事故等が発生した際の受託事業者の緊急巡回

を要求水準として定めており、受託事業者は、施設の損傷

状況を確認し、その結果を市に報告することとしている。 

 全域 1 区の業務内容を一部修正して全域２区を実施した。 

 水路の管理、反射鏡の新設の追加等、事業内容を拡大させ

ている。 

 H23 

先導的官民連携支援事業(国土

交通省)に応募・調査 事
業
手
法
検
討 
方
針
の
策
定 

事
業
推
進 

 

先
行
事
業
の
実
施 

 H25.1 

府中市インフラマネジメント計画

の策定 

 H30～R2 

地区を広げたパイロットプロジェ

クトの実施 

 H26～H28 

パイロットプロジェクトの実施 

 H27 

先導的官民連携支援事業(国土

交通省)に応募・調査 

 H29.4 

府中市道路等包括管理事業推進

方針作成 

 H30.7 

府中市インフラマネジメント計画

(2018 年度)の策定 

 R２.5 

道路等包括管理事業運用方針の

策定（R5.6 改定） 

 R2・R3 

先導的官民連携支援事業(国土

交通省)に応募・調査 

 R3～5 

道路等包括管理事業(全域１区)

の実施 

 R6～11(予定) 

道路等包括管理事業(全域2区)

の実施 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 

15 山梨市公共施設一括 LED 化事業 
[公共施設全般

（LED）] 
(山梨県山梨市) 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
１．事業概要 

2030 年度に全ての照明を LED 化するという政府目標や国内主要メーカーの水銀灯・蛍

光灯器具の完全生産中止といった社会情勢を踏まえ、山梨市は、公共施設の照明設備を LED

化する事業を実施した。医療・福祉関連施設や教育・学校関連施設等 119 の公共施設の照明

設備を LED 化するために必要な調査・設計・施工とその後の維持管理を行う。 
 

事業概要 

事業主体 山梨市 

人口 

（R6.1.1） 
33,114 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 PFI（BTO 方式） 

施設概要 

医療・福祉関連施設     6 施設 

教育・学校関連施設    19 施設 

公営住宅関連施設     15 施設 

スポーツ関連施設     17 施設 

庁舎・公民・文化関連施設 31 施設 

その他            31 施設 

計１１９施設 

公募上の

事業期間 

契約期間 

2022 年 11 月～203６年 3 月 

設計・施工 

2022 年 11 月～2026 年 3 月 

維持管理 

2026 年 3 月～203６年 3 月 

事業範囲 施設の設計・施工・維持管理 

事業費 約１７億円（税込み） 

VFM 
特定事業選定時 4.8％ 

契約時 11.2％ 
 

事業対象エリア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業スキーム 

 

 

 

  

事業目的・得られた効果等 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

照明の LED 化による温室効果ガスの削減や汚染物質の低減を

早期に実現 

民間企業の視点 

100 を超える施設の LED 化を一つの事業・契約として実施す

ることにより、労務コストや材料調達コストの低減化、早期 LED

化による光熱費の節減を実現、 契約や管理に係る事務の

削減による市職員の業務効率化・工数削減 

業務効率化に関する提案機会の創出（提案により工期短縮が実

現） 

山梨市

・福祉関連施設 ・スポーツ関連施設
・教育学校施設 ・庁舎・公民・文化関連施設
・公営住宅関連施設 ・その他施設

公共施設の全照明LED化

山梨市あかりメンテ合同会社

PFI事業計画
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

２．事業化までの経緯・ポイント 

 2030 年度に全ての照明を LED 化するという政府目標

や国内主要メーカーの水銀灯・蛍光灯器具の完全生産中

止といった社会情勢を踏まえ、公共施設総合管理計画の

所管部署において、山梨市の公共施設全体の LED 化の検

討を実施した。

 公共施設等総合管理計画の所管部署が主導して、各施設

の所管部署が現地調査等を実施した。

 VFM 評価では、LED 化により削減される電気料金と包

括管理による指定管理料の削減額を算出。そのほか LED

化による CO2 排出削減量も算出し、検討にいかした。本

事業により電気料金と CO2 排出量は各 7 割削減される

との試算結果となった。

 公共施設全体の LED 化を前提に、グリーンボンドの検討

やリース方式との比較等の検討を行った結果、最終的に

PFI を選択した。

 事業手法の方向性が見えてきた段階以降は、環境課（地球

温暖化対策・脱炭素担当部署）が担当課として全庁的な調

整を実施した。

 国土交通省の PPP サポーター制度を活用し、PFI 事業の

進め方に関する助言や事業者向け説明会等での説明内容

に関する助言、説明会等への同席といった支援を受けた。

 本事業による地域経済の循環を重視し、募集要項におい

て「各種役割において山梨市内の事業者を積極的、優先的

に活用すること」と位置付け、事業者選定基準の５つの評

価項目の１つとして「地域貢献」を設定した。

 応募は１グループのみであったが、代表企業を含め構成企

業５社全てが地元企業であった。

 資金調達は、事業者の提案により地元の金融機関による

グリーンローンを用いて行われており、調達資金の管理や

融資実行後のレポーティングを通した透明性確保が実現し

ている。なお、PFI 事業に対するグリーンローンの取組は、

山梨県内で初であった。

事
業
組
成

事
業
者
募
集
・
選
定

事
業
推
進

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討

 R４.7

実施方針を公表

 R4.8

特定事業の選定

 R４.8

募集要項等を公表

 R４.9

優先交渉権者の選定

 R7.３（予定）

施工完了・維持管理開始
 環境課は、事業者選定手続から事業推進までの全体取り

まとめ役として、進捗管理や各部署・施設との調整、受託

者との調整窓口を勤めている。通常であれば、関係する

20 の課室がそれぞれ事業を行う必要があったが、分野横

断型 PFI 事業とすることで、事業の一本化が実現し、事務

負担軽減・効率化が実現。

 照明設備の管理台帳システムが構築され、一元管理が実

現する予定。
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
16 群馬東部水道企業団事業運営及び拡張工事等包括事業 

[水道] (群馬東部水道企業団) 

[太田市、館林市、みどり市、板倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町] 

 
 
 
 

   

１．事業概要 

3 市 5 町の広域化及び事業統合を通じた施設の統廃合による効率的な給配水や維持管
理、交付金を活用した更新事業の推進等を目的に、水道企業団を設立し、平成２８年４月に水
道事業の広域化を実現した。あわせて、技術継承、公益性及び事業継続性確保を目的に、官民
出資会社（（株）群馬東部水道サービス）を設立し、同社への包括事業委託を導入した。 

令和２年４月には、群馬県企業局による用水供給事業の垂直統合も実現した。 
 

事業概要（包括事業委託分） 

事業主体 群馬東部水道企業団 

人口 
（R6.1.1） 

（市町計）448,323 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 
第三者委託＋包括委託＋DB

方式＋CM 方式 

対象施設

概要 

取水、導水、浄水、送水、配水、

庁舎等の施設全般 

事業期間 
（R6 時） 

平成２９年４月～令和７年３月

（8 年間） 

事業範囲 

事務管理、料金徴収、浄水場及

び関連施設管理、管路施設管

理、給水装置関連、施設更新、

広域化に伴う施設整備等 

事業費 約４９５億円（税抜） 

   

事業範囲 

 

事業スキーム 

 

（浄水・配水・給水・
料金・各種事務）

群馬東部水道企業団

（株）群馬東部水道サービス

事業契約

契約

受託企業

・再構築（浄水場・管路）

・更新（浄水場）

請負企業

DB（デザインビルド）方式

・更新支援（管路）

コンストラクション
マネジメント（CM)

請負企業

事業目的・得られた効果等 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

包括委託の導入により、サービス水準の格差解消に一定の効果

があり、令和５年４月には水道料金の統一も実施 

行政区域に囚われない運用が可能となった結果、効率性と安全

性が向上、垂直統合による受水費削減により収支が大幅に改善 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

２．事業化までの経緯・ポイント 

 

 H2５.１０

３市５町による「水道事業統合基

本協定調印式」

 歴史的なつながりの深い両毛６市（太田市・桐生市・館

林市・みどり市・足利市・佐野市）により、両毛地域水道

事業管理者協議会が形成された。災害応援協定締結や

17 箇所の災害用応援接続管路の整備、実務レベルで

の研修会のほか、広域化の検討も模索された。

 群馬県の「地域・大学連携事業」や経済産業省の「水ビ

ジネス支援事業（地域経済活性化のための公営水道事

業における官民連携の推進支援）」によって検討が継

続された。

 地域の需要者の利益を最優先した結果、従前の群馬県

水道用水供給事業の受水団体である 3 市 5 町の枠組

みとする方針決定がなされた。

事
業
組
成

事
業
化
検
討
等

事
業
推
進
・
拡
張

 H21

両毛地域水道事業管理者協議会

において広域化の検討模索

 水平統合時の基本構想で掲げた「持続可能な水道によ

る安定した水の供給」をより確固たるものにすべく、水

道用水供給事業と水道事業との垂直統合の検討を行

い、基本構想・基本計画の取りまとめを行った。

 同計画等に基づき、令和 2 年度に垂直統合が実現し

た。

 基本構想を踏まえ、「群馬東部水道広域化基本計画」と

して、平成２７年度から平成３６年度（令和６年度）まで

の１０年間の具体的な実施計画（施設整備計画・財政計

画）を策定した。建設改良費の削減及び包括委託によ

る人件費・維持管理費の大幅削減により、事業統合し

た場合の計画期間中の黒字確保及び水道料金が据え

置き可能と見込まれることが確認された。

 H22～23

群馬県及び経済産業省の事業に

よる検討実施

 R１

垂直統合に向けた基本協定の締

結

 R２

県の用水供給事業との垂直統合

実現

 群馬東部水道企業団による水道事業の運営及び拡張

工事等の包括事業の実施主体として、企業団と民間会

社グループとの共同出資により、「（株）群馬東部水道

サービス」を設立した。

 同社による事業実施により、官民双方からの公正な運

営、官民双方の技術や知識をいかした効率的な業務の

実施、職員減少による水道技術の衰退の解消等を期待

している。

 包括委託について、業務量の増加、契約の複数年化、

性能発注等により、事業者の裁量幅を拡大し、メリット

を感じやすい事業条件を設定した。

 H２６．４

「水道統合準備室」設置。

太田市、館林市、みどり市の3市

から職員各 2 名が派遣。

 H28．４

群馬東部水道企業団による事業

運営開始

 H29．４

官民出資会社による運営（包括

委託）開始

 H2５.9

「群馬東部水道広域化基本計画」

策定

 H2４.７

３市５町で「群馬東部水道広域研

究会」を立ち上げ

 H2５.７

「群馬東部水道広域化基本構想」

策定

 広域化事業推進のため、現状分析・課題把握・目標設

定・水道広域化検討等を行い、中期的な施設更新・財

政計画・サービス等の取組を「群馬東部水道広域化基

本構想」として概括的に整理した。

 H30.12

「群馬東部水道事業垂直統合基

本構想」策定

 H3１.４

「群馬東部水道事業垂直統合基

本計画」策定
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
17 常総運動公園・常総広域地域交流センター管理運営事業 

[公園] (常総地方広域市町村圏事務組合[常総市・取手市・守谷市・つくばみらい市]) 

 
 
 
 
 
 
 
 
１．事業概要 

常総運動公園（以下、運動公園）及び常総広域地域交流センター（以下、交流センター）の指

定管理者制度と運動公園の一部区域の公募設置管理制度（Park-PFI)を併用して、同一事業

者において一括して管理運営することにより、効果的、効率的な常総運動公園の魅力を創出

し、利用者サービスを向上するとともに、スポーツ・レクリエーション及び地域活動の拠点とし

て地域活性化に寄与している。 

事業概要 

事業主体 
常総地方広域市町村圏事務組合 
（常総市、取手市、守谷市、つくばみら
い市で構成された一部事務組合） 

人口 
（R6.1.1） 

(常総市) 61,180 人 
(取手市) 106,008 人 
(守谷市) 70,659 人 
(つくばみらい市) 53,446 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 Park-PFI、指定管理制度 

施設概要 
常総運動公園（約 16.69ha） 
常総広域地域交流センター 
（延床面積 2,970.81 ㎡） 

事業期間 
（R6 時） 

令和 4 年 4 月 1 日～ 
令和 24 年 3 月 31 日 

事業範囲 

P-PFI の活用による収益施設（公募
対象公園施設）や、広場や園路等（特
定公園施設）の整備 
運動公園及び交流センターの管理 

事業費 
指定管理料の年間上限額（公募時、税込） 

常総運動公園：141，000 千円 

常総広域地域交流センター：27,000千円 
 

常総運動公園 地図 

 
 

地域交流センター（いこいの郷 常総） 

 

事業スキーム 

 

常総運動公園 常総広域
地域交流
センター

常総アップサイクルパーク共同事業体（代表企業：リバリューマネジメント株式会社）

指
定
管
理
者
指
定

公
園
設
置
使
用
料
・

納
付
額

公園施設
設置管理許可

・指定管理業務
に関する

基本協定締結

公
募
設
置
等

計
画
の
提
出

運動公園
管理運営事業
基本協定締結

指
定
管
理
料

利用料金サービス提供

設計・整備・
管理運営

整備・管理
運営、所有

設置、占用、
管理運営

常総地方広域市町村圏事務組合

所有

公募対象
公園施設

特定
公園施設

利便増進
施設

所有占用
許可

管理運営
（指定管理）

所有※

※：特定公園施設は、整備後、組合に無償寄付。 ただし、組合との協議により、認定計画提出者が施設を所有したまま、管理運営する場合がある。

施設利用者

事業目的・得られた効果等 

利用者の増加、利用者の利便性向上、地域のにぎわい創出 

施設の維持管理・更新費用の抑制 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 常総運動公園の老朽化や市民のレジャーが多様化し

ていること、組合の新規職員採用を控えていること

等を背景に、組合の管理者である守谷市長が民間活

力の活用による運動公園の整備、運動公園及び交流

センターの管理運営について検討するよう指示し、検

討を開始した。 

 なお、組合では、Park-PFI の活用検討前から、交流

センターと運動公園を令和４年度から一体的に指定

管理することを検討していた。 

 

 事業条件や公募対象公園施設等のゾーニングの検

討、公募設置等指針案の作成は、構成市ではなく、組

合が独自に行った。なお、組合の構成市の公園担当

部局との合意形成の過程や、事業手法に関する覚書

等の締結はしていない。 

 現地説明会は 15 社から申込みがあった。 

 事業提案者は２団体であった。 

 指定管理者選定委員会の委員は、構成 4 市の副市

長のほか、各分野の専門家を各構成市から選出した

ほか、地域住民の理解を得られるよう、施設の位置す

る地域の住民にも１名参加いただいた。 

 常総地方広域市町村圏事務組合の議会に対しては、

マーケットサウンディング実施報告、事業者公募の概

要説明等を行っており、指定管理者の候補者選定

後、当該議会において指定の議決を得た。 

事
業
組
成 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討 
事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 R2.１２ 下旬 

サウンディングの実施について

一部事務組合 HP にて公表 

→サウンディングを実施 

 

 過去に実施した民間事業者へのヒアリング等の結

果、PFI の採用は難しいと判断しており、Park-PFI

の活用可能性を検討した。 

 組合の構成４市の市長が出席する管理者会で、

Park-PFI と指定管理方式の導入可能性及びサウン

ディングの実施について同意を得た後に、組合の議

会にも説明の上、サウンディングを実施した。 

 構成市からは組合自らの財源確保に対してニーズが

あり、組合が土地の使用料を得られる点で本事業の

事業手法は好意的に受け入れられた。 

 事業検討・準備においては、運動公園を所掌する課

の職員を配置した。構成４市からの職員派遣等はな

かった。 

 R2.１２ 上旬 

一部事務組合の管理者会でサウ

ンディングの実施について説明・

同意を得る 

 R３.６.1 募集要項公表 

 R３.６.17 現地説明会 

 R３.1０.６ 面接審査 

 R４.４  

公募対象公園施設の 

設置許可・整備工事開始 

 R４.４ 指定管理開始 

 R４.７  

Park-PFI 施設整備工事の 

完了、供用開始 

 R３.1０.28  

指定管理者の議決 

 

 指定管理業務については月例でモニタリングを実施

し、P-PFI については３か月ごとに施設利用者数等

の報告を受けている。 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 
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水平 
連携型 

共同 
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18 那覇港総合物流センター運営事業 

[港湾施設 

（保管施設）] 

(那覇港管理組合[沖縄県・那覇市・浦添市]) 

 
 
 
 
 
 

１．事業概要 

沖縄県では、海上輸送費用、荷役費用等を含めた物流コストの高さが課題となっており、那

覇港管理組合はその解決に向けて、集貨・創貨を促進することにより取扱貨物の増大を目指

し、物流機能の高度化や流通加工産業の集積に取り組んでいる。本事業では、那覇港管理組合

が沖縄振興特別推進交付金によって整備した那覇港総合物流センターについて、民間事業者

のノウハウを活用し、本施設の設置理念を踏まえた長期的な維持管理・運営を行う。 
 

事業概要 

事業主体 

那覇港管理組合 

（沖縄県、那覇市、浦添市で構

成された一部事務組合） 

人口 

（R6.1.1） 

（沖縄県）1,485,669 人 

（那覇市）315,485 人 

（浦添市）115,545 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 公設民営（PFI 方式） 

施設概要 
那覇港総合物流センター 

（建築面積 15,369.81 ㎡） 

事業期間 

（R6 時） 

平成 30 年 3 月 26 日～ 

令和 31 年 3 月 31 日 

事業範囲 

施設の貸付（SPCがマルチテナ

ント型物流センターの運営、施

設の維持管理を行う） 

事業費 
※独立採算事業のため、那覇港

管理組合の負担無し 
 

事業対象地 

  

 
 

 

事業スキーム 

  

国内貨物取扱岸壁

SPC

転貸承認

テナント
・倉庫業
・自家用倉庫として利用

那覇港管理組合

PFI事業契約

公有財産貸付契約
賃貸借契約（転貸）

事業目的・得られた効果等 

地方公共団体の視点 集貨・創貨を促進することによる取扱貨物の増加・物流の高度

化、国内外の貨物の結節点として輸送の多様化 

地域住民の視点 
県外からの先島向け生鮮食品の輸送日数の短縮、離島産黒糖や

マグロを高品質・大量に長期保存すること、安定的な供給体制

の実現 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
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連携型 
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２．事業化までの経緯・ポイント 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本事業は長期構想や港湾計画等の目標を立てて、上

位・関連計画の方向性を確認しながら事業を進めた。 

 事業内容等は、那覇港管理組合を構成する地方公共

団体との調整を行いつつも、那覇港管理組合が主体

となって検討を進め、事業の方向性は那覇港管理組

合で検討・決定した。 

 那覇港管理組合を構成する３地方公共団体（沖縄県・

浦添市・那覇市）の間で協議会等は設置していない。 

 

 物流関連事業者に対して、公募に関する説明会を実

施した。 

 応募者の参加資格要件として、「構成企業及びテナン

トに、沖縄県内に法人登記上の本店又は主たる事務

所を有する企業を含める」という条件を課していた。 

 

 組合と SPC において、本事業の維持管理及び運営

業務の期間中、モニタリングに関する情報共有及び

意見交換等を目的として、定期的（月次、年次）にモニ

タリング会議を開催している。 

 交付金を活用したことで財政負担が軽減されたこと

で、事業が順調に進んだ一因となっている。 

 今後、物流センターⅡ期、Ⅲ期を計画している。なお、

Ⅱ期・Ⅲ期は民設民営（那覇港管理組合が事業用地

を賃貸し、民間事業者が自ら施設を整備・運営）での

実施を検討しており、物流企業へのサウンディングで

は、那覇港管理組合が求める集荷・創荷が見込める

という意見を得ている。 

 

事
業
組
成 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討 

事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 

 本事業の前に民設民営のスキームで実施した公募が

不調となったことも踏まえ、那覇港総合物流センター

可能性調査(委託事業)を実施し、経営シミュレーショ

ンの結果や民間事業者へのアンケート及びヒアリング

において公設民営を希望する回答が多かったこと等

を踏まえ、沖縄振興特別推進交付金の活用による公

設民営を選択した。 

 マーケットサウンディングの結果、６９社の参入可能

性があった。 

 H24 年 

那覇港総合物流センター可能性

調査を実施 

 H25 年 基本設計 

 H26 年 実施設計 

 H29.3 

特定事業選定 

 H27.11 年 工事着手 

 H29.1 

実施方針公表 

 H29.3 

募集要項公表 

 H３０.１ 

優先交渉権者の決定 

 H３０.12 

本体工事完了 

 Ｒ１.５ 

㈱那覇港総合物流センター（ＳＰ

Ｃ）一斉開業 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
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19 健康増進施設（アクアマリンプラザ）整備・運営事業 

[プール等] (西知多医療厚生組合[愛知県東海市、知多市]) 

 
 
 
 

 
 
 
 
１．事業概要 

組合が東海市と知多市のごみ処理施設の統合事務を進めていた中、新しいごみ処理施設で

発生するエネルギーを活用して、両市民の健康づくり、健康寿命の延伸及び福祉の増進を目的

とする温水プール等の健康増進施設を、両市民の利便性を考慮し、知多市営海浜プール敷地

内に両市が共同して建設することが決定された。 

本事業は、このことを踏まえ、健康増進施設を PFI により設計・建設から維持管理・運営ま

で一体で実施するもの。 
 

事業概要 

事業主体 

西知多医療厚生組合 

（東海市・知多市で構成された

一部事務組合） 

人口

（R6.1.1） 

（東海市）113,361 人 
（知多市） 83,610 人 

募集方法 総合評価一般競争入札 

事業方式 PFI（BTO 方式） 

施設概要 
屋内温水プール、トレーニング
ジム、スタジオ兼講義室、すこや
か広場（夏期のみ） 

事業期間 
２０２２年２月１４日～2044 
年３月３１日（うち２年設計・建
設、運営２０年間） 

事業範囲 
健康増進施設の設計・建設・維
持管理・運営 

事業費 3,365,609,008 円（税込） 

VFM 
西知多医療厚生組合健康増進施
設整備基本計画策定時点 8.5％ 
特定事業選定時 3.1％ 

 

事業対象エリア 

  
内観 

  

 
 

事業スキーム 

 

  

事業目的・得られた効果等 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

利用者の利便性向上、魅力あるプログラムの提供、利用料金の

抑制 

整備する施設数の削減による財政負担軽減、学校プールの廃止

による小学校プールの維持管理や更新に係る費用の削減・教員

の管理負担の軽減 

維持管理企業

サービス対価

（融資契約）
金融機関

西知多医療厚生組合

SPC
（特別目的会社）

※代表企業と構成企業が出資

PFI事業契約
（直接協定）

サービス提供
施設利用者
（両市教育委員

会含む）
料金支払

運営企業建設企業設計企業

出資
出資

出資

委託契約

請負契約 委託契約

委託契約
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

２．事業化までの経緯・ポイント 

 

 H２７.９

両市で健康増進施設の建設合意

書の締結

 知多半島南部で既にごみ処理場の広域化・集約化がな

されており、両市含む北部地域においてもごみ処理施

設の統合を検討する必要があった。

 両市の合意書において、「ごみ処理施設の稼働により発

生するエネルギーを活用して市民の健康づくり、健康寿

命の延伸及び福祉の増進を目的とする温水プール等の

健康増進施設」を両市が共同して建設することが決定

された。

 平成３０年８月３０日付け両市協定書にて「健康増進施

設の建設及びこれに附帯する健康増進施設基本計画の

策定、 各種調査の実施等の事務を西知多医療厚生組

合に処理させる。」ことが決定された。

 令和元年度から、西知多医療厚生組合にて健康増進施

設整備に係る事務を開始した。

 建設企業について、少なくとも１社は東海市又は知多

市に本店がある企業を含めることを入札参加要件と

し、実際に東海市・知多市のいずれかに本店がある建

設企業、維持管理企業が SPC の構成企業となった。

 SPC の構成企業以外の事業者にも、東海市・知多市の

いずれかに本店があるクレーンリース業者、土木工事

業者、放送事業者に業務を発注した。

 組合において、健康増進施設建設のため知多市営海浜

プールを解体した。

 モニタリングは両市から組合に一任されている。要求

水準書・事業提案書等に記載された各項目の達成状況

を確認するチェックシートを事業者が作成・確認し、そ

の結果を組合及び組合の支援業者（供用開始後３年間

を目途に委託）が確認することで、モニタリング業務の

負荷を低減した。

 両市はそれぞれ、東海市営温水プール及び知多市民体

育館トレーニング室を廃止した。

事
業
組
成

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討

事
業
者
募
集
・
選
定

事
業
推
進

 外部有識者を含む健康増進施設整備基本計画検討委員

会（全３回）と、組合と両市で構成される健康課長会議、

企画課課長会議、部課長会議等を開催した。

 合意文書は、両市間で 4 通交わした。主には、①施設立

地、②組合への事務移管、③施設機能・規模、売電益の

活用方法等の順に、両市で内容確認を実施した。

 施設機能や規模は、両市の健康増進施設基本構想を踏
襲しつつ、PFI 等導入可能性調査における民間事業者
との意見交換結果を踏まえて決定した。

 企業との連絡調整窓口について、組合担当課及び担当

者を固定した。

 H３０.３

東海市・知多市健康増進施設

基本構想の策定

 R3.１１

旧知多市営海浜プール

解体工事着手

 R２.１１

健康増進施設整備基本計画

（PFI 等導入可能性調査含む）の

作成

 R２.８

両市で建設・維持管理基本事項

の合意書の締結

 H３０.８

両市で協定書(建設等事務)の締

結

 R３.３

実施方針の公表

 R１.４

組合での建設等事務開始（移管）

 R４.２

事業者と契約締結

 R５.２

健康増進施設の工事着手

 R６.２

健康増進施設の竣工

 R６.４

健康増進施設の供用開始

 R3.５

特定事業の選定、入札公告

 R４.７

旧知多市営海浜プール

解体工事完了

 R１.７

健康増進施設整備基本計画検討

委員会（全３回、R1.9 と R2.9）

 H２６.12

組合でのごみ処理施設統合事務

開始（移管）
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 
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複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 

20 
①流域関連市町村 管路施設の包括的民間委託[垂直連携型] 

②県内全市町村での広域補完組織の設立[事業統合型] 

[下水道] 
(①秋田県、男鹿市、潟上市、三種町、五城目町、八郎潟町、井川町、大潟村) 

（②秋田県・秋田県内の全市町村） 

 
 
 
 
 

 
１．事業概要 

①人・モノ・カネの課題の顕在化に加え、激甚化・頻発化する災害への対応も増加する中、流域

下水道及び関連７市町村における管路等維持管理業務を共同発注するものとした。 

②下水道事業関係職員数の減少に対応するため、県、市町村の事業に係る事務を補完する官

民出資会社を設立し、生活排水処理事業等に関する、計画策定支援・事業運営支援・技術継

承支援を業務範囲とした。 

事業概要 

事業主体 秋田県 

人口 

（R6.1.1） 

①②秋田県人口：924,620 人 

①市町村人口：計 90，870 人 

募集方法 
①－ 

②公募型プロポーザル 

事業方式 
①包括的民間委託 

②官民出資会社の設立 

施設概要 

①下水道管渠Ｌ＝912km（う

ち法定点検箇所Ｎ＝282 箇

所）、マンホール形式型ポン

プ場Ｎ＝389 箇所 

②（事務補完のため、施設無し） 

事業期間 

（R6 時点） 

①令和 4 年度～令和 6 年度 

②令和５年１１月運営開始（令和

６年４月から本格稼働） 

事

業

範

囲 

① 

･下水道管渠法定点検、下水道･

集落排水施設マンホール形式

型ポンプ場保守点検 

･下水道マンホール蓋調査 

･住民対応、･緊急対応 

② 

・計画策定支援（経営戦略、スト

ックマネジメント計画） 

・事業運営支援（積算資料作成・

工事監督補助、経営相談） 

・人材育成・研修の企画・運営等 

事業費 
①約 1.6 億円 

②（割愛） 
 

事業スキーム① 

 

 

事業スキーム② 

 

エリア内の
管路
幹線・校

線を一括
で管理
【対象】
管路 約
900㎞
【期間】

R4～R6

点 検

保 守

災害緊急
対応

通報対応

県
＋
７
市
町
村
（臨
海
処
理
区
）

共同
発注

事業目的・得られた効果等 （注）以下では①：管路施設の包括的民間委託、②：広域補完組織の設立を示す 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

（①②共通）道路陥没等の事故の防止、使用料金上昇幅の抑制 

（①②共通）技術職員減少による事業停滞の危険性の回避 

①業務効率化、人材・資機材の計画的な手配 

②水インフラに関わる企業の生産性向上支援、産学官連携促進 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 H21 年度 

連携施策について、首長間で広

く話し合う「県・市町村協働政策

会議」の開始 

 

 秋田県では、知事と市町村長が連携施策について直

接話し合う「県・市町村協働政策会議」が平成２１年度

から行われ、技術職員の減少やインフラ施設の老朽

化に関し、首長同士が課題と広域化の必要性を共有

した。 
 

 下水道法に基づく法定協議会を令和元年度に設立。 

総会、幹事会、部会で構成される同協議会でスキーム

検討から合意形成までの議論を行った。 
 

 決算統計資料から財務分析を実施したほか、県が各

市町村の実情をヒアリングし、事業推進上の課題や

労力を要す業務の洗い出しを実施した。調査につい

ては、国のモデル事業として支援を受けたほか、県で

必要経費を予算化し対応した。 
 

 （①）処理場を持たない流域関連の市町村（小規模自

治体）との共同発注を先行的に実施することとした。 
  

 （②）官民出資会社はあくまでも補完的な業務を任せ

るものとし、下水道使用料金の設定や工事等の入札

の執行などは市町村が担い続けるものとした。 
 

 各市町村の役割、負担割合、実施までの工程等につ

いて、協議会で議論を行った。内容に応じて、事務方

協議、首長協議、県から首長への直接説明など、各市

町村へ情報が確実に共有されるよう配慮した。また、

議会も含めた説明機会のスケジュール及び説明内容

の調整も行った。 
 

 （①）民法上の契約（任意の協定）を交わし、代表発注

者として秋田県が契約等の事務を総括した。 
 

 （②） 「連携協約」で政策面の連携の基本方針や役割

を規定し、具体の支援は民法上の契約としている。 

 

 （①）内訳の作成が必要なため、一つの契約に関し

て、市町村ごと、施設ごと、会計ごとに整理して区分

している。 

 （①）共同発注に先立って、管路の施設情報、維持管

理情報を格納できるデータベースを構築した。クラウ

ドシステムのため、現場でも情報を確認可能である。 

 （②）財務情報を分かりやすく整理し、県・市町村・官

民出資会社が共有できるプラットフォームを構築中。 

事
業
組
成
等 

事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 R１年度～ 

下水道法に基づく法定協議会の

設立、①と②の検討開始 

 

 新部署等は設置せず、県の下水道担当課に「調整・広

域・共同推進チーム」を設置した。 

 （①）関係する様々な業界にヒアリングを実施の上、

公募要件等を作成した。 

 （②）サウンディングを計 4 回実施した上で組織概要

を検討し、公募資料を作成した。「地域企業等との関

わり」を評価項目の一つとした。 

 R4 年度～ 

（①）管路施設の包括的民

間委託の実施 

 R5.11～ 

（②）官民出資会社による

運営開始 

 R5.9.11 

（②）パートナー事業者の

決定 

 R5.3.24 

（②）県と全市町村による

連携協約の締結 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
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連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

21 長野県下水道公社による広域型の取組 
[下水道] (長野県) 

１．事業概要 

長野県下水道公社が、県内の市町村・組合から下水道施設の維持管理業務を受託し、各市町

村に代わって下水道施設等の広域的な維持管理・運営を行うことで、技術者の効率的な配置、

施設の維持管理・更新費用の抑制を実現した。下水道普及率の向上等にも貢献した。 

事業概要 

事業主体 長野県下水道公社 

人口

（R6.1.1） 
（長野県）2,0００,９９１人 

募集方法 － 

事業方式 業務委託 

施設概要 
３２市町村・組合における終末

処理場、管路 

事業期間 

（R6 時点） 
（割愛） 

事業範囲 

３２市町村・組合における終末

処理場、管路の運転管理・維持

管理 

事業費 （割愛） 

維持管理状況（令和５年度末） 

事業スキーム 

下水道管理者（市町村）
民間事業者

【運転管理】
・運転操作
・巡視点検
（・修繕工事・物品調達）

公社発注（競争入札）

下水道管理者（市町村）

下水道公社
【管理・監督】
・運転管理業務の監督
・修繕（計画）
・緊急時対応

民間事業者

【運転管理】

事業目的・得られた効果等

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

下水道管路整備の促進（普及率の向上） 

技術者の効率的配置、施設の維持管理・更新費用の抑制 
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分野横断型 広域型 
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分野横断・
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２．事業化までの経緯・ポイント 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 H7.7  

「長野県下水道広域管理構想」策

定 

 

 地域のつながりの強い地域柄のため、以前より地域

単位で広域行政を実施していた。 

 下水道整備に際し、中小市町村が多く、地方公共団

体ごとに技術者を配置することが困難であり、経費

節減には広域的な維持管理が必要との声を踏まえ、

公社が設立された。 

 公社は、市町村の下水道管路建設工事に対する支援

（調査、設計・施工管理）と処理場の運転管理等を行

うこととされた。 

 維持管理の広域化は公社の取組として実施し、構成

する市町村と公社はそれぞれ個別に契約した。 

 運転管理業務等は公社が民間事業者へ再委託を行

い、入札条件として地域要件を設定することで、地元

業者の育成促進を図った。 

 管路の建設工事に対する支援は、新規管路整備にお

ける調査・設計監理や現場確認等の施工監理を担う

ことで普及率向上に貢献した。 

 維持管理業務については、公社職員が広域的に管

理・監督を行うとともに、民間業者も中核処理場を拠

点に周辺の小規模な処理場を巡回管理することで、

常駐型に比べてコスト削減を実現した。 

 修繕や保守業務において、複数市町村分をまとめて

発注することによりスケールメリットを追求した。 

 受託処理場の管理情報を集約しサーバで管理した。 

 設備更新に際し、維持管理状況や今後の人口減少等

を反映した設備・規模の提案により経費を節減した。 

 

 水道事業の技術者不足を受け、定款を変更の上相談

窓口などを行う市町村技術支援センターを設置。さ

らなる業務の受託に向けた検討を開始した。 

 

 市町村に対する新たな支援業務として、ウォーター

PPP（レベル 3.5）等の受託準備を開始した。 

事
業
組
成 

 

事
業
化
検
討
等 

事
業
推
進 

 地域特性の類似性、地域行政的な関連、歴史的つな

がり等を考慮し、広域市町村圏単位を重視し、10 ブ

ロックが設定された。 

 ブロックごとに広域管理構想（案）の取りまとめを行

った。 

 一定規模以上の処理場を地域の中核処理場と位置

付け、公社の事務所を配置した。 

 水質試験も中核処理場で共同化し、費用は公社の受

託料に含み、清算を行うこととした。 

 H３.２  

長野県下水道公社設立 

 H２.２  

知事が「下水道公社」設立構想を

示す 

 R5.４ 

長野県市町村会及び町村会か

ら、公社による水道事業におけ

る技術的支援の要望書提出あり 

ウォーターPPP（レベル 3.5）に

該当する支援業務の推進 

 H２５．４  

公益財団法人に移行 

 H22.8  

「水循環・資源循環のみち

2010」構想を長野県が公表 

（その後定期的に更新） 
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分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 

22 
①北九州市水道用水供給事業 
②宗像地区事務組合水道事業包括業務受託 

[水道] (福岡県北九州市、宗像地区事務組合[宗像市、福津市]、古賀市、新宮町) 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

１．事業概要 

①震災等の災害時に北九州市と福岡都市圏間で相互に水を融通する緊急時用連絡管の維持

用水を活用し、連絡管沿線の３市１町（宗像市、古賀市、福津市、新宮町）に水道用水の供給

を行う事業。 

②①の事業を通じて構築してきた受水事業者との信頼関係から発展した新たな広域連携。  
事業概要 

事業主体 北九州市 

人口 
（R6.1.1） 

（①市町計）１,1７９,５７５人 

（②市計）1,087,099 人 

募集方法 － 

事業方式 ①公設公営、②第三者委託等 

施設概要 

貯水及び取水、導水、浄水、送

水のための各施設（一部買取及

び新設） 

事業期間 

（R6 時） 

①平成１８年～２２年(設計・工事期

間)、平成２３年～（供給開始） 

②平成２８年～（受託開始） 

事業範囲 

①緊急連絡管の沿線市町村へ

の水道用水の供給 

②料金徴収、維持管理等 

事業費 
①114 億円（うち国庫補助：３５

億円）※北部福岡緊急連絡管

事業分は含まず 
 

事業対象エリア(①) 

 
 

 

 

 

事業スキーム(①北九州市水道用水供給事業) ※創設時 

  

下原配水場

本城浄水場

北九州市

福岡市

新宮町
古賀市

福津市

宗像市

緊急連絡管と水道用水供給管の共用区間

緊急連絡管専用区間

宗像地区事務組合

緊急連絡管（約47㎞）
北部福岡緊急連絡管事業

緊急時相互融通（最大５万㎥/日）

新宮町 古賀市 福津市 宗像市

最大4千㎥/日 最大3千㎥/日 最大1万3千㎥/日福
岡
都
市
圏

北
九
州
市

事業目的・得られた効果等 （注）以下では①：水道用水供給事業、②：水道事業包括業務受託を示す 

地方公共団体の視点 

水質の維持・向上、安定的な水道サービスの利用 

＜受水事業者（３市１町）側＞ 

①自己水源の水質悪化・取水量の不安定さ、老朽化した施設の

更新等の課題解決 

②水道技術の継承の課題解決 

＜北九州市側＞ 

①1)新たな料金収入の確保 2)同事業への資産の一部売却に

よる同市工業用水道事業の経営改善 3) 同市水道の既存施

設の有効活用等 

②高い水道技術を持った職員の育成 

 

地域住民の視点 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 H１４.12 

福岡県知事、福岡市長、北九州市

長のトップ会談で広域水利用の具

体的な課題の検討について合意 

 北九州市と福岡都市圏間では、以前から水に不安の

ない北部福岡の地域づくりのため、福岡県の主導の

もと、広域水利用の検討がなされていた。 

 ３市１町では、施設の老朽化、自己水源の水質悪化

等、様々な課題が存在していた。 

 平成１７年３月の「福岡県西方沖地震」を受け、緊急時

に北九州市と福岡都市圏の間で水道水の相互融通

を行い、ライフライン（水）の確保を図ること目的とし

た「北部福岡緊急連絡管事業」の早期事業化に動き

出した。 

 平成１８年１０月に、福岡都市圏の広域的な水道施設

整備を図ることを目的に福岡県が改定した「福岡地

域広域的水道整備計画」に基づき、北部福岡緊急連

絡管の維持用水を活用し、３市 1 町の将来需要に見

合う２万㎥／日の水道用水を供給する北九州市水道

用水供給事業が創設された。 

 

 同事業を通じた受水事業者との結びつき強化、信頼

関係構築がきっかけとなり、宗像地区事務組合（宗像

市、福津市）から、北九州市が同事務組合水道事業の

包括委託（料金徴収、維持管理等）を受託した。 
 

 北九州市に隣接する行橋市・苅田町は、主要な水源

が度々渇水に見舞われ、浄水場も老朽化するなど、

安定給水の確保が課題となっていた。また、古賀市・

宗像地区事務組合では、水源水質の悪化などの課題

を抱えていた。 

 これら課題の解決に当たり、北九州市が水道用水を

供給（増量）するため、同事業の変更認可を行った。 

 現在、水道用水を供給（増量）すべく、設計業務を開

始した。 

事
業
組
成 

 

施
設
整
備
等 

事
業
推
進
・
拡
大 

 必要となるインフラ等の整備は、北九州市及び県が

役割分担を行い、効率的な推進が実施された。 

 同事業として、貯水施設、取水施設、導水施設、浄水

施設については、北九州市工業用水事業から一部買

取り、送水施設については、整備を実施した。 

これらの買取・整備に当たっては、厚生労働省の補助

制度を活用した（補助率：1/2～1/3） 

 事業化検討に当たっては、受入側地方公共団体の水

道事業経営を圧迫しないよう、既存施設の活用や、

行政区を越えた施設の統廃合・共同利用等を通じた

コスト縮減が追求された。  
 H２８～ 

宗像地区事務組合から水道事業の

包括委託を受託 

 H１７.6 

知事、福岡・北九州両市長のトップ

会談で、緊急時用連絡管の早期事

業化の検討推進に合意 

 H30.1 

広域連携推進を視野に北九州都市

圏内の市町村等を対象に「水道広

域セミナー」を実施 

同事業の対象範囲の更なる拡大も

検討中 

 H１８.9 

北九州市水道事業及び工業用水事

業の設置等に関する条例の一部改

正 

 H23.4 

宗像市、新宮町への給水開始 

 H１８～２２ 

「北部福岡緊急連絡管事業」とあわ

せて、施設の一部買取、整備等を

実施 

 H28.4 

福津市、古賀市への給水開始 

 H１８.１０ 

「福岡地域広域水道整備計画」改定 

水道用水供給事業経営の福岡県知

事認可 

 R６.8 

行橋市・苅田町への拡大等に伴う

水道用水供給事業の変更認可 

 R2～ 

北九州市と行橋市・苅田町の 3 市

町で広域連携の可能性の調査・検

討・協議 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
23 仮称越谷広域斎場整備等事業 

[斎場] (埼玉県越谷市、吉川市、松伏町) 

 
 
 
 

 
 

 

１．事業概要 

本地域で当時整備されていた斎場 2 施設（公営：越谷市・吉川町）は、いずれも建設年次が

古く、老朽化の懸念を抱えていた。こうした状況から、将来の火葬需要が既存の処理能力を超

える水準に達することが想定されたため、既存施設の増改築等を含め、新たな施設整備につ

いて検討を行い、PFI による施設整備等を実施した。 

 
事業概要 

事業主体 越谷市 

人口 

（R6.1.1） 

（越谷市）343,062 人 

（吉川市）７２,６７８人 

（松伏町）２８,１４０人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 PFI（BTO 方式） 

施設概要 

斎場施設（火葬場、葬祭場、駐

車場等の敷地内施設）の整備及

び敷地造成、維持管理・運営事

業 

事業期間 

（R6 時点） 

平成 17 年 8 月～令和 8 年 3

月（20 年間） 

事業範囲 

斎場の設計・建設・工事監理・修

繕 

炉の設計施工・修繕・管理 

葬祭場等運営 

事業費 約 96.7 億円（税込） 
 

写真・図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業スキーム 

 
  

事業目的・得られた効果等 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

総合斎場として火葬場や式場が一体的に整備され、住民に対し

て良質な公共サービスの提供 

財政面や人材面での公共負担の軽減、管理運営面を考慮した施

設整備による効率的で良質なサービスの提供 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 H８．３ 

埼玉県東南部地域における斎場

のあり方に関する調査 

 

 平成７年度の埼玉県東南部都市連絡調整会議にて、

埼玉県東南部地域におけるあり方調査が実施され、

施設老朽化、火葬炉の稼働状況の不安、人件費を含

めた施設の経費の負担が課題として挙げられた。 

 本調査以降、越谷市、吉川市及び松伏町の 2 市 1 町

で、越谷広域斎場建設基本構想、越谷広域斎場基本

計画と段階的に検討を進めてきた。 

 ２市１町の負担の分担としては、越谷市が SPC にサ

ービス購入費を全て支払い、吉川市・松伏町は越谷

市に対して負担金を支払っている。 

事
業
組
成 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
討 
事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 H12 年度 

広域斎場ＰＦＩ導入検討調査 

 H15.4 

仮称越谷広域斎場整備等事業募

集要項等公表 

 H15.８ 

仮称越谷広域斎場整備等事業優

先交渉権者決定 

 H15.12 

仮称越谷広域斎場整備等事業契

約締結 

 R１７．６ 

越谷広域斎場建設完了 

 H17.8～ 

越谷広域斎場供用開始 

 

 維持管理業務において、地元の業者１２社が参画して

いる。 

 地元企業は、構成企業・協力企業ではないが、設備や

樹木の整備等を担当している。 

 ２市１町の担当課の責任者が全て参加する形で、３ヶ

月に１度、モニタリング会議を行う。 

 運営上、多数の地元企業が参画することによる事業

への悪影響はない。 

 利用者アンケートは毎年行っており、満足度等を確認

している。８～９割が満足しているという回答をして

いる。 

 H12.6／H13.3 

越谷広域斎場建設基本構想・基

本計画 

 

 平成 12 年度の PFI 導入検討調査では、越谷市が直

接実施した場合とＰＦＩをとった場合の越谷市の財政

負担という観点での比較を行い、メリット・デメリット

の分析を行った上で、最も安定的に優れていると考

えられる「サービス購入型 BTO 方式」の採用を決定

した。 

 定量評価では、事業期間を１５年と２０年の場合と想

定し、それぞれについて越谷市が直接実施した場合

とＰＦＩを活用した場合の越谷市の財政負担という観

点での比較を行った。 
 

 ＰＦＩ事業の検討に当たっては、越谷市庁内の横断的

な組織であるＰＦＩ事業推進会議を設置した。また、吉

川市及び松伏町の職員各１名を派遣で受け入れ、業

務を実施した。 

 施設全体の雰囲気を高める緑の配置、団体・個人利

用の想定、人の流れを重視した動線計画、作業しやす

いバックヤードの配置等、利用者への配慮と維持管

理を見据えた提案がなされた。 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
24 盛岡南公園野球場（仮称）整備事業 

[野球場] (岩手県盛岡市、岩手県) 

 
 
 
 
 

 
 
１．事業概要 

市営野球場と県営野球場における各課題の解決を目的として、盛岡市と岩手県が共同し、

単独で整備する規模及び仕様よりも高規格な施設整備を実施する事業。これまで市営野球場

で行われてきた各種軟式野球大会等のほか、県営野球場で行われてきた高校野球岩手大会や

プロ野球一軍公式戦にも対応できる新野球場の整備・管理運営を PFI で実施するもの。 
 

事業概要 

事業主体 盛岡市 

人口 

（R6.1.1） 

（盛岡市） ２８０,２８６人 
（岩手県）１,１７２,３４９人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 PFI（BTO 方式） 

施設概要 
きたぎんボールパーク（野球

場、屋内練習場、駐車場等） 

事業期間 

整備：２０２０年３月２６日～２０

２３年３月３１日 

管理運営：202３年４月１日～

２０３８年３月３１日 

事業範囲 施設整備、管理運営 

事業費 
約 110 億円 

（建設費＋管理運営費） 

VFM 
導入可能性調査時 11.9％ 

契約時 12.1％ 
 

事業対象地とアクセス 

 
 

事業対象地 

 

 
事業スキーム 

 

盛岡市

SPC

建設企業 運営・維持管理企業

野球場等

指定管理者指定
サービス購入料支払

施設所有権を移転（竣工直後）

指定管理者
として運営

建設

利用料金収入
建設企業

運営・維持管理企業

民間事業者出資

事業目的・得られた効果等 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

利用者の利便性向上、高規格な野球場建設により、高校野球決

勝やプロ野球一軍戦の観戦機会拡充による地域活性化 

整備費用の捻出・削減、整備費用の平準化、人口減少の中での

公共施設の保有最適化、施設管理費の削減、スポーツツーリズ

ム拠点の形成 
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

２．事業化までの経緯・ポイント 

  盛岡市と岩手県共に、既存野球場の老朽化及びサー

ビス水準の低下、整備、改修費用の捻出、人口減少の

中での公共施設の保有最適化・集約化、施設管理費

の削減という共通の課題を抱えていた。

 市営野球場の建替え検討の中で、市の担当部署から

県に打診を行ったのがきっかけである。

 市県共同所有・市単独発注方式とした。

 県と市共にスポーツ推進関係部署が主管部署とな

る。

 施設整備について、市が必要とする施設規模までは

市の負担、市の必要規模を超えて高規格化した部分

は県の負担とした。維持管理費については、市・県で

均等割とした。

 要求水準は、ある程度民間のノウハウが反映される

ように幅を持たせるようにした。

 地域企業の参入や地元雇用を高く評価するようにし

た。

 県事業でもあるため、地域企業の範囲を県域まで広

げた。

 県との調整が必要な事項は、市から県へ協議し、結

果を事業者に共有する流れをとった。

 モニタリングは通常の指定管理施設と同様に、市で

実施している。県との調整が必要な事項は、市から県

へ協議し、結果を事業者に共有する流れとしている。

 月に一度、県・市・事業者で定例会議を開き、施設の

利用者数や収入状況と共にモニタリング結果も共有

している。

事
業
組
成

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
検
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 盛岡市が主体となり可能性調査を実施。

 共同整備が決まり、平成 30 年度に連携協約を締

結。具体的な事務事項を議論した後、令和 4 年に野

球場に係る事務の委託に関する規約を定めた。

 H29

内閣府「民間資金等活用事業調

査費補助事業」

 H29

内閣府「民間資金等活用事業調

査費補助事業」

 R4

「岩手県と盛岡市が共同で整備

する野球場に係る事務の委託に

関する規約」の締結

 H３０

市と県で連携協約の締結

 H３０.12～１

県でパブリックコメントの実施

 H３１．１

実施方針の公表

 H３１．４

特定事業の選定

 Ｒ１．１２

基本協定の締結

 Ｒ２．３

事業契約の締結

 Ｒ５．４

供用開始

48
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単独施設型 
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複数施設型 
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垂直 
連携型 

水平 
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共同 
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25 善通寺市・琴平町・多度津町学校給食センター整備運営事業 

[給食センター] (香川県善通寺市、琴平町、多度津町) 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．事業概要 

学校給食センターの施設及び設備の老朽化はもとより、衛生面や耐震性の問題、園児・児

童・生徒数の減少に伴う提供給食数の減少など様々な共通の課題を有していた１市２町が連携

し、協議会方式を採用した上で、PFI を活用して学校給食センターの整備・維持管理・運営事業

を実施した。 

事業概要 

事業主体 善通寺市、琴平町、多度津町 

人口 
（R6.1.1） 

（善通寺市）３０，３３８人 
（琴平町） 8,294 人 
（多度津町）２２，０７１人 

募集方法 総合評価一般競争入札 

事業方式 PFI（BTO 方式） 

施設概要 
善通寺市・琴平町・多度津町学

校給食センター 

事業期間 

（R6 時点） 

平成 29 年 12 月～令和 16 年

7 月（17 年間） 

事業範囲 
学校給食センターの施設整備、 

維持管理、運営業務 

事業費 約 59 億円（税抜） 
 

写真や図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業スキーム 

 

 

  

事業目的・得られた効果等 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

アレルギー対応食の提供等のサービスの向上 

単独整備よりスケールアップした施設を整備することによる施設整

備費・維持管理費にかかる財政負担の軽減、共同設置による地方公

共団体職員の工数・職員数の削減 

民間企業の視点 
広域化をきっかけに民間委託することによる新たな事業機会の創

出、広域型事業への参画が地元企業の新たなビジネスチャンスにつ

ながる 

善通寺市
琴平町
多度津町

SPC
（特別目的会社）

代表企業：（株）東洋食品

設計・建設業務

開業準備業務

運営業務

維持管理業務
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分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
２．事業化までの経緯・ポイント 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 H25.7 

１市２町におけるにおける担当

者レベルの意見交換を開始 

 

 中讃広域行政事務組合（丸亀市、善通寺市、まんのう

町、琴平町、多度津町で構成）の会議にて、給食セン

ターの施設及び設備の老朽化、衛生面や耐震性の問

題、園児・児童・生徒数の減少に伴う提供給食数の減

少など様々な共通の課題を共有し、１市２町の首長が

同じ方向性を向き、給食センター事業を実施できな

いかと協議するに至った。 

 平成 25 年７月から担当者レベルによる１市２町の意

見交換会を開催し、同年 12 月に善通寺市・琴平町・

多度津町学校給食センター整備検討会を設置し協議

を実施した。 

 「１市２町学校給食センター整備検討調査業務調査」

を実施し、コスト縮減や財政負担の軽減、業務品質の

継続的な改善、長期・包括契約による事務負担の軽

減、地方創生の推進を期待し、施設整備・維持管理・

運営を一括して実施する PFI の採用を決定した。 

 ２時間喫食の制限があることや、整備した施設での

調理能力の限界があることから、当初計画に追加し

て市町村を参加させることは想定されなかった。 

 

 事業発注に向けた要求水準書の作成のため、PFI ア

ドバイザリー業務委託事業者と１市２町の教育委員会

担当者（各給食センター職員を含む）、企画財政担当

者、各市町に配置されている県の栄養教諭が参加す

る打合せ会を月２回程度開催した。 

 施設整備費について、３市町での均等割分（25％）を

設けた。 

 入札に関して「落札者選定基準」の中で、地域経済に

関する提案事項の加点項目として「１市２町内事業者

や１市２町民の活用、地元の学校給食調理の経験者

雇用等、地域経済に貢献する具体的な提案」を求め、

評価項目として採点することとした。 

 事業者選定段階は 1 市 2 町で委員会を設置した上

で、担当を各市町村に振り分けた。運営開始まで、施

設整備については多度津町、事業者選定に関するこ

とは琴平町、その他全般を善通寺市が担当した。 

事
業
組
成 
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 H25.12 

善通寺市・琴平町・多度津町学校

給食センター整備検討会を設置 

 H29.１ 

善通寺市が事業用地（約 5,500

㎡）を購入 

 H２７．１１～ 

１市２町学校給食センター整備検

討調査業務（PFI 手法導入可能

性調査） 

 H29.４ 

善通寺市・琴平町・多度津町学校

給食センター協議会を設置 

 H29.５ 

善通寺市・琴平町・多度津町学校

給食センター整備運営事業入札

公告 

 H29.11 

善通寺市・琴平町・多度津町学校

給食センター整備運営事業落札

者決定 

 H29.12 

善通寺市・琴平町・多度津町学校

給食センター整備運営事業契約

締結 

 H30.１ 

設計・建設業務着手 

 R１.６ 

学校給食センター竣工（所有権

移転） 

 R１.８～ 

維持管理・運営期間 

 

 給食センターという性質上、設備関係が大きな割合

を占めているが、PFI 事業としての実施により技術

的検討に係る負担軽減が図れた。 

 運営業務においても、従事者の労務管理を行う必要

が無く、大きな負担軽減につながっている。 

 技術職の人材確保について、他の地方公共団体では

設備専門の技師確保が難しいと聞いており、その面

で PFI によるメリットがあると感じられる。 
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26 鳥取県西部総合事務所新棟・米子市役所糀町庁舎整備等事業 
[庁舎] (鳥取県、鳥取県米子市) 

１．事業概要 

鳥取県は、西部総合事務所東福原庁舎（米子保健所等）が築５０年を経過し老朽化が進み、

耐震基準不適合等の問題があったため、西部総合事務所（米子市糀町）敷地内に新棟を整備

し、移転することを検討していた。同時期に米子市も、公共建築物の総量抑制、庁舎老朽化等

の課題があり、市庁舎再編を検討中であったことから、県と市が連携して PFI での庁舎共同

整備を実施した。 

鳥取県は、米子保健所等を西部総合事務所（既存棟）に移転して組織の一体化を図り、県は

県土整備局を、米子市は都市整備部を新庁舎に移転させ、類似部局を同一棟内に配置するこ

とで、住民へのサービスの向上と業務の効率化を図った。 

事業概要 

事業主体 鳥取県、米子市 

人口 

（R6.1.1） 

（鳥取県）536,０６６人 

（米子市）145,００４人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 PFI（BTO 方式＋RO 方式） 

施設概要 
鳥取県西部総合事務所新棟・

米子市役所糀町庁舎 

事業期間 

（R6 時点） 

令和 3 年 3 月 26 日～令和

15 年３月 31 日（12 年間） 

事業範囲 

新棟（３号館）の設計、建設及

び既存の本館（１号館）及び新

館（２号館）の改修、庁舎全体

の維持管理 

事業費 約２３億円（税込） 

鳥取県西部総合事務所 写真 

新棟（3 号館）フロアマップ 

事業スキーム 

事業目的・得られた効果等

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

同種業務部局の近接配置に伴う利用者の利便性向上 

整備する施設数の削減による施設整備費・維持管理費の削減、

公有地の有効活用 

※運用を開始したばかりであり、いずれも当初期待した効果を掲載

米子保健所
（東福原）

県民福祉局

県税事務所

既存棟（糀町）

県

移転

移転

○県・市行政のワンストップ化
○業務連携による効率化

○敷地売却による
財源確保 県土整備局

移転

既存庁舎（加茂町）

米子市

市民生活部

都市整備部

県税事務所

市民税課
固定資産税課

収税課

<西部総合事務所>

農林局

米子保健所

環境建築局

新棟（PFIで整備）

同一庁舎内で業務を連携して実施

○PFI手法導入による整備・
維持管理にかかるコスト縮減

米子県土整備局

環境建築局（建築住宅課）

移転
都市整備部

移転
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２．事業化までの経緯・ポイント 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｒ1.7 

県・米子市政策連携懇談会で基

本的な整備に関する合意を形成 

 

 平成２８年３月策定の「鳥取県公共施設等総合管理計

画」において『市町村との連携・支援の実施方針』に係

る規定を設け、連携協議会の開催等による情報共

有・連携や公共施設等の相互利用等の広域的連携に

取り組むことを示していた。 

 西部総合事務所の新棟建設を検討していた鳥取県

に、市庁舎再編を検討していた米子市が市の一部部

局を移転させ、新たに合築で庁舎を建設することに

ついて打診。令和元年７月に県・米子市政策連携懇談

会において首長間で基本的な整備に関して合意する

に至った。 

 同種業務部局の近接配置に伴う、利用者のサービス

向上、業務の相互補完について検討を行い、県市で

協議の上、同居する部局を決定した。 

 令和２年度以降に、県市の同居予定部局（税、建築、

建設）において協議を行い、連携ができる業務につ

いての検討を実施し、合意形成を実施した。 

 

 鳥取県 PPP／PFI 手法導入にかかる県内事業者参

画に向けた配慮方針に基づき、県内事業者の参画を

加点対象とした。これにより、応募者が多くの県内事

業者を参画させることとなった。 

 地域企業の参画・育成のため、一般公共事業の発注

区分に倣い、専門工種（電気、管工事）等を下請けせ

ず、SPC に参画させていれば評価点を上げることと

した。 

 

 モニタリング項目について、県・市・事業者で三者協

議を重ね供用開始までに決定した。 
 

 令和５年 10 月に全館が供用開始された。 
 

 今後、合築庁舎の改修方針、内容、費用負担等や PFI

による事業契約終了後の取扱等の課題について、

県・市・事業者で合意形成を図っていく必要がある。 

事
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 VFM 等の算定について、優先的検討規程に従い、県

において庁内での第一次検討、コンサルタントを活用

した第二次検討という形で実施した。 

 県・市が鳥取県西部総合事務所内に PFI によって新

棟を共同整備したうえで、新棟は県と市の共有とし、

持分は占有面積あん分とした。 

 Ｒ２年度～ 

県市の同居する部局で協議・合

意形成 

 Ｒ５.10 

全館供用開始 

 Ｒ２.６.２ 

実施方針公表 

 Ｒ２.8.６ 

特定事業の選定 

 Ｒ２.8.７ 

募集要項等の公表 

 Ｒ３.1.21 

優先交渉権者決定 

 Ｒ５.８ 

竣工 

 H28.3 

「鳥取県公共施設等総合管理計

画」にて広域連携へ言及 

52



分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
27 下水道事業における維持管理業者の選定業務の共同化 

[下水道] (長崎県波佐見町、東彼杵町) 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
１．事業概要 

下水道事業の維持管理業務を担う事業者選定の手続を共同化し、２町合同での選定委員会

による審査を実施。選定後の維持管理事業者との契約や履行確認は各町にて実施する方式で

あるものの、手続の共同化による事務の効率化を実現している。 
 

事業概要 

事業主体 波佐見町、東彼杵町 

人口 
（R6.1.1） 

（波佐見町）14,157 人 

（東彼杵町） 7,453 人 

募集方法 技術提案型プロポ－ザル 

事業方式 維持管理業者の共同選定 

施設概要 

（波佐見町）処理場、中継ポンプ

場、マンホールポンプ場 

（東彼杵町）処理場 

事業期間 

（R6 時点） 
契約期間３年間を基本とする。 

事業範囲 

（共通）運転監視及び保守点検、

自動警報装置による緊急時の

対応、水質管理 

（東彼杵町のみ）ユーティリティ

の調達、小修繕・植栽管理等 

事業費 

落札価格は２町の設計積算によ

る合算予定価格よりも 2,200

万円低い金額となった。（維持管

理費） 
 

波佐見中央浄化センター 

 

 

東そのぎクリーンセンター 

 

事業スキーム 

  

波佐見町

維持管理業者

協定

維持管理業者選定委員会

東彼杵町

契約締結 契約締結
技術提案型プロポーザル

事業目的・得られた効果等 

地方公共団体の視点  共同化による委託費用の削減 

 ２町の施設を１業者が維持管理することにより、 片方で発生

した故障等のトラブルの予測・対応が共有でき、運転業務へ

活用が可能 

 ２町の担当職員が共同発注業務に携わることで、維持管理業

務に関する知識や情報共有を実現 
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２．事業化までの経緯・ポイント 

  平成 17 年の市町村合併を見据え、東彼杵郡 3 町（波佐

見町、東彼杵町、川棚町）の合併協議会が設置された。

 将来の合併後の維持管理を容易にするため、終末処理場

の処理方式や運転機器類の仕様の統一について協議を開

始した。

 川棚町は下水道事業を平成８年に先行して供用開始して

いたため、同時期に下水道事業へ着手した波佐見町と東

彼杵町の 2 町で、処理場施設維持管理業務の共同選定を

計画することとなった。

 その後、３町の合併自体無くなるが、維持管理業務の共同

選定については、スケールメリットを勘案し、波佐見町と東

彼杵町の２町で実施することとした。

 同じ下水道事業であること、供用開始時期の近さ、施設間

の距離の近さ、維持管理に未着手の事業であること、等を

踏まえて共同選定の枠組みを決定した。

 協定書（共同選定に係る目的・方式等を取決め）に基づく２

町間の連携とした。事業者を共同で選定しつつも、協定の

有効期間は各維持管理業務の契約締結までで、契約は町

ごとに個別対応としている。

 プロポーザル時に、波佐見町と東彼杵町の２施設を請け負

うことで発生するスケールメリット等を提案するよう定

め、参加事業者から意見を募ることとした。

 仕様書において災害時の人員体制についても提案するこ

ととしている。

 評価項目に地場企業との協力体制を入れている。

 業務開始後に特にトラブルは生じておらず、性能発注のため、

ある程度事業者に任せている。

 施設の建設年も２町で同じであり、老朽化の度合いも施設間

で偏ったりはしていない。

 契約を各町個別で締結していることから、それぞれの町の実

情に合った内容としている。

事
業
組
成

 H1４.11

合併協議会設置及び協議開始

（維持管理に関する協議含む）

 H16.１

初回の共同選定に係る契約書の

作成

 H16.２

技術提案型のプロポーザル

随意契約方式を採用

 H17.３

合併協議会の解散

事
業
者
募
集
・
選
定

各町にて維持管理業務委託業者

選定委員会の設置 

 ２町の合同選定委員会により

第一次審査（指名業者を選考）

維持管理業務委託プロポーザ

ル随意契約応募要領を指名業

者へ送付

 ２町の「業者選定委員会」によ

る合同審査会を実施

優先交渉権者の決定

 3 者同席での交渉

各町が同一業者と個別に契約

締結

事
業
推
進

東彼杵町は維持管理業者と包

括的民間委託（レベル 2.5）を

実施（ユーティリティー調達・小

修繕を委託内容に計上）

波佐見は中継ポンプ場、マン

ホールポンプ場の維持管理業

務も委託

54



分野横断型 広域型 

分野横断・
単独施設型 

分野横断・
複数施設型 

単独分野・
複数施設型 

事業 
統合型 

垂直 
連携型 

水平 
連携型 

共同 
発注型 

 
28 第 2 期君津地域広域廃棄物処理事業 

[廃棄物処理

施設] 

(千葉県木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市、鴨川市、南房総市、鋸南町) 

 
 

 

 

 

 
 
 
１．事業概要 

君津地域４市（木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市）で行っている第１期広域廃棄物処理事

業（第 3 セクターによる PFI の事業）が令和８年度末で事業期間終了となり、安房地域 2 市 1

町からの申し出を受けて、安房地域を含めた第 2 期事業とした。 

事業としては、一般廃棄物処理施設の設計・建設、運営業務等を行うもの。 
 
 

事業概要 

事業主体 

木更津市、君津市、富津市、袖

ケ浦市、鴨川市、南房総市、鋸

南町 

人口 
（R6.1.1） 

（市町計）396,631 人 

募集方法 公募型プロポーザル 

事業方式 PFI（BOO 方式） 

施設概要 一般廃棄物処理施設 

事業期間 

（R6 時点） 

令和 2 年 9 月 29 日 

～令和 29 年 3 月 31 日 

事業範囲 

事業用地の確保、環境影響評価

業務、設計・建設業務、運営業

務の準備業務、本施設の運営業

務 

事業費 約 751 億円（税抜） 
 

写真 

 

 
事業スキーム 

 

協議会

富津市
（窓口市）

他６市町

（㈱）上総安房クリーンシステム

交付金

環境省

PFI事業契約

事業目的・得られた効果等 

地域住民の視点 

地方公共団体の視点 

地球温暖化防止対策として CO2 削減 

廃棄物の資源化率の更なる向上、最終処分量の削減、災害拠点

としての活用（災害廃棄物の処理） 

※供用開始前のため、期待している効果を記載 
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２．事業化までの経緯・ポイント 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 H29 年度 

安房地域を含めた第 2期事業に

ついての協議を開始 

 

 君津地域４市で行っている第１期広域廃棄物処理事

業が令和８年度末で事業期間終了となるに当たっ

て、安房地域 2 市 1 町からの申し出を受けて、第 2

期事業についての協議を開始した。安房地域２市１町

では独自に広域化を想定していたが、諸事情により、

君津地域４市への事業参加を打診した。 
 

 君津地域４市では、平成３０年８月に策定した基本構

想にて、第１期事業の実績評価及び第２期事業におけ

る目指すべき方向性や要件等を整理した。 
 

 安房地域２市１町では、平成３０年７月に、本事業への

参加する場合の財政メリットについて検討した。同年

１１月に、君津地域４市は安房地域２市１町の参加に

よる財政メリットについて検討し、次期事業への参加

承諾を回答した。 
 

 ７地方公共団体が交付金の受給及び起債への交付税

措置が可能であり、また設立に時間を要しないため、

事業開始に合わせたスケジューリングが可能である

こと、また、各構成団体における主体性が維持され、

執行機関としての仕組みが簡便であることから協議

会方式とした。 
  

  
  

 

 要求水準書において、施設施工に際して、可能な限り

君津地域 4 市・安房地域 2 市 1 町の地元企業へ工

事及び資材調達、業務委託の発注や地元雇用を行う

ことを明記。 
 

 第 2 期事業の事業契約書においては、災害発生時等

の協力について、非常時又は緊急時の対応等につい

て定めており、また、災害（不可抗力）による損害、損

失及び増加費用の負担割合についても定めている。 

 

 協議会事務局が SPC との連絡窓口となり、各構成

市町の意見の取りまとめ及び情報共有を行う。 

 モニタリング結果は、事務局から各市町に知らせてお

り、各市町村から結果を公表している。 

事
業
組
成 

 

Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ

導
入
検
討 

事
業
者
募
集
・
選
定 

事
業
推
進 

 

 第１期事業終了（令和８年度末）後、次期事業へ速や

かに稼働できるようにする事業スキームとした。 

 第 2 期事業に当たっては、県からの働き掛けはなか

ったが、事業者提案制度を用いることとした。 

 H30.7 

安房地域２市１町での財政メリッ

トの検討 

 H30.8 

君津地域４市で基本構想の策定 

 H30.11 

君津地域４市が安房地域２市１

町の事業参加を承諾 

 H31.4 

広域廃棄物処理事業協議会設立 

 H30.12 

６市 1 町による覚書締結 

 R2.10 

環境影響評価手続に着手 

 R１.9 

第2期君津地域広域廃棄物処理

事業の募集要項の公表 

 R2.9 

第2期君津地域広域廃棄物処理

事業事業契約締結 

 R2.3 

第2期君津地域広域廃棄物処理

事業の優先交渉権者を決定 
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29 
山形県営松境・住吉団地移転建替及び酒田市琢成学区

コミュニティ防災センター整備等事業
[県営住宅・ 
集会場等] 

(山形県、酒田市) 

 

１．事業概要 

県立高校跡地に県営住宅を移転して建替・運営するとともに、市の防災センターを一体的

に整備。また、民間施設（保育所・高齢者デイサービスセンター）を併設。老朽化の進む山形県

営松境団地及び住吉団地の移転立替と、酒田市のコミュニティ防災センターを、県立学校跡

地に一体的に整備する事業。 

事業概要 

事業主体 山形県、酒田市 

人口 
（R6.1.1） 

（山形県）１,０２７,５０９人 

（酒田市）   ９５,７８９人 

募集方法 総合評価一般競争入札 

事業方式 PFI（BTO 方式+BT 方式） 

施設概要 

県営住宅、県営住宅駐車場、県営
住宅駐輪場、コミュニティ防災セ
ンター、民間施設（保育所、デイサ
ービスセンター）、駐車場、駐輪場

事業期間 
平成 17 年 12 月～平成 40 年
3 月（調査・設計・建設：約２年
間、維持管理：約２１年間） 

事業範囲 
県営住宅・コミュニティ防災セン
ター、民間施設（保育所等）の設
計・建設、県営住宅の維持管理

事業費 契約金額 1,429 百万円 

VFM 

特定事業選定時 16.7％ 
県：約 16％ 市：約 17％ 
事業者選定時 
県：31.3％ 市：30.0％ 

事業スキーム 

事業対象エリア 

【県営住宅：BTO】 【市コミュニティ防災センター：BT】

【県営住宅棟】
建物所有権：山形県
主要設備の維持管理：SPC
管理：指定管理者

【防災センター棟】

建物所有権：酒田市

建物所有権：SPC

[賃貸権](スケルトン貸)
保育所

[賃貸権](スケルトン貸)
デイサービス

建
物

土
地

土地所有権：山形県

県からの行政財産貸付
（SPC）

県からの行政財産
貸付（酒田市）

広域型事業としての事業目的・得られた効果等

地方公共団体の視点 

分野横断型事業としての事業目的・得られた効果等

地方公共団体の視点 

コミュニティ活動の向上、魅力あるまちづくり

土地の有効利用、調査設計・建設・維持管理に要するコスト縮減、事

務手続を一体に行うことによる事業の効率化 

地域住民の視点 

スケールメリットによるコスト縮減

公共施設の一体整備による事業の効率化
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２．事業化までの経緯・ポイント 

 H１４年度

導入可能性調査の実施

 県において県営住宅の整備についてコストの縮減が

課題となっており、加えて、建替等の計画対象となっ

た７団地の敷地が不整形かつ狭小であったこと等か

ら、PFI による非現地建替えを検討するに至った。

 関係事業者へのヒアリング等を踏まえ、事業期間を

調査・設計・建設の約２年間、維持管理業務を行う約

２0 年間とする BTO 方式（市施設は BT 方式）とし

た。

 事業のうち、県と市の共同事業となっている部分は

建て替えのみとなっている。

 維持管理は、県・市が別々に実施している。

 団地の一部に民間施設が入っているのは、実施方針

公表時の意見として民間施設（保育所・高齢者デイサ

ービスセンター）の提案があり、付帯的事業の追加が

なされたためである。

 設計・建設段階のモニタリングは県と市がそれぞれの

整備範囲に対して担うものとした。

事
業
組
成

Ｐ
Ｐ
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／
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Ｆ
Ｉ
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事
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 建替等の計画対象となった団地（７団地）について、

民活導入可能性調査を実施した。導入可能性調査で

は、団地ごとに従来方式とＰＦＩ（買取方式及び借上げ

方式）の事業シミュレーションを実施した。

 県営住宅と市の施設の一体整備は、実務担当者レベ

ルで、企画段階での意見交換を踏まえ、県から市へ

の提案をきっかけに検討開始。県・市相互の合意、協

定書締結と続いた。一体整備検討のための会議体は

特段設けなかった。

 県営住宅と一体整備可能な施設について、県の担当

課から市に対して声掛けを行ったところ、市からコミ

ュニティ防災センターの整備の提案があったもの。

 酒田市の施設の一体整備を検討する中で定量評価

を改めて行い、県の事業の VFM を精査した。

 そのため、導入可能性調査時の VFM と共同事業検

討時(特定事業の選定時)の VFM の二種類が存在し

ている。

 H１６年度～

県と市の協議開始

 H１６.1２

協定書の締結

 H１６.1２

実施方針の

公表

 H１7.3

特定事業選定

 H１7.１２

事業契約調印

 H１８.６  着工

 H１９.７  供用開始
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